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1. 1 はじめに

防潮堤（鋼製防護壁）における地中連続壁部の不具合事象を踏まえ，防潮堤（鋼製防護壁）

の耐震及び耐津波設計においては，地中連続壁部を基礎として使用しない設計方針としてい

る。一方，地中連続壁部を使用しないことで不足する基礎の剛性・耐力を確保するための対策

として，基礎の周辺地盤に対し，地盤改良体を新たに設置する計画である。本地盤改良体の改

良範囲は，防潮堤（鋼製防護壁）の近傍に位置する複数の施設・設備にまで及んでいる。防潮

堤（鋼製防護壁）の近傍施設周辺に対する地盤改良体の追加イメージを図1.1-1に示す。

Km層

ミ］ア 防潮堤（鍋製防護壁）の構造変更
に伴う地盤改良体を追加

（セメント改良なし） （セメント改良あり）

セメント

Km層

Eコ ：追加と なる地盤改良体
図1.1-1 防潮堤（鋼製防護壁）の近傍施設周辺の追加地盤改良体イメージ

図1.1-1の追加地盤改良体により施設周辺地盤の地盤剛性が高くなるため，地震時の地盤変

位に対しては施設の耐震裕度が向上すると想定されるが，一方で，周辺地盤の地盤剛性が高く

なることによる短周期レベルの増幅等，施設及び設備への振動影響が懸念されることから，本

資料では追加地盤改良体を反映した数値解析による施設・設備の影響検討を実施する。
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また，他の原子力発電所においては，残置された地盤改良体（セメント改良）が地震時にお

ける基礎への応力集中の要因となり，基礎が損傷したという事例も報告されている（図1.1-2 

参照） 。施設・設備の影響検討においては，この事例も参考とする。

No.8杭がセメント改良土に拘束された状態（推定）
大物搬入建屋

と•6 と．4 Nよ
I 

I II 

＇：の多くが集中しに伝達

※「柏崎刈羽原子力発電所6号機大物搬入建屋杭の損傷原因と今後の対応について，

東京電カホールディ ングス株式会社」よ り抜粋

図1.1-2 残置された地盤改良体 （セメント改良）による基礎の損傷イメージ

なお，防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更においては，地盤改良体に加え，追加基礎として鋼

管杭を設置する。鋼管杭は次頁の図1.2-1に示すとおり，防潮堤（鋼製防護壁）の中実鉄筋コ

ンクリートに対し，東西各々6本ずつの配置となる。本鋼管杭が追加されることによる周辺地

盤への影響について，以下のとおり考察する。

地盤改良体に比べ設置範囲が限定的であることから，鋼管杭による周辺地盤の変形抑

制効果は小さい。

鋼管杭の杭径（</)1500mm)や杭長 (60m弱）を踏まえると，水平方向の全体剛性は周辺

地盤に対し極めて小さく，地震時は鋼管杭が周辺地盤の変形に追従する。

鋼管杭は基準地震動ssに対し短期許容応力度にて設計される。よって，地震時におい

て鋼管杭には周辺地盤の変状につながるような大変形や損傷が発生することはなく，

周辺地盤の安定性は維持される。

以上より，鋼管杭の追加が周辺地盤に与える影響は極めて小さいと考えられることから，

鋼管杭が周辺施設・設備の耐震評価に与える影響はないと判断し，本資料による影響検討の

対象外とする。
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1. 2 影響検討対象施設・設備の抽出

影響検討については，防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴い追加で設置する地盤改良体

（以下， 「追加地盤改良体」という。）が近傍にまで及ぶ施設・設備を対象とし，平面配置等

を参照した上で網羅的に抽出する。抽出した影響検討対象となる周辺施設・設備を図1.2-1, 

表1.2-1に示す。

図1.2-1 影響検討対象となる周辺施設・設備
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表1.2-1 影響検討対象となる周辺施設・設備一覧

No. I 影響検討対象となる施設

1 I 【DB:Cクラス(Ss※1ー）】

ISA ：重要SA1皮備※2】
•取水構造物

影響検討対象となる設備

【SA：重要SA設備※2】

・非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ，ストレーナ

及び配管

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプ，

ストレーナ及び配管

・残留熱除去系海水系ポンプ，ストレーナ及び配管

•取水ピット空気抜き配管逆止弁

•海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁

•取水路点検用開口部浸水防止蓋

・潮位計

•取水ピット水位計

2
 
・防潮堤

（鉄筋コンクリート防潮壁）

・防潮扉

・出口側集水枡 ・構内排水路逆流防止設備

3
 
・屋外二重管 ・非常用ディーゼル発電機用海水系配管

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水配管

・残留熱除去系海水系配管

4
 
・貯留堰

・貯留堰取付護岸

•土留鋼管矢板

注記 ※1：屋外重要土木構造物， Sクラスの間接支持構造物等で基準地震動Ssでの機能維持が必要な

設計基準対象施設

※2:常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備が設置される基準地震動Ssによる

機能維持が必要な重大事故等対処施設
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1. 3 耐震評価に対する影響検討方針

耐震評価に対する影響検討については， 「1.2 影響検討対象施設・設備の抽出」にて抽出

した施設・設備に対し， 「影響検討断面」と「影響検討ケース」を選定した上で，以下に示す

手順の検討により，地盤改良体が周辺施設・設備の耐震評価に影響を与えないことを確認す

る。なお，地盤改良体の影響により施設・設備が許容限界を満足しない場合には，追加検討

（補強対策等）を実施した上で，設計変更の要否を判断することになるが，以降の評価は本資

料に示す影響検討の範疇を超えるものとなる。

a.施設の耐震評価

施設の耐震評価に対する影響検討については， 「影響程度の確認」及び「最大値の検

討」の2段階で影響検討を実施する。影響検討の詳細を以下に，施設の耐震評価による影

響検討フローを図1.3-1に示す。

ア．影響程度の確認

影響程度の確認については，抽出された施設ごとに，平成30年 10月 18日付け原規

規発第 1810181号にて認可された工事計画（以下， 「既工認」という。）の評価結果を

用いて照査値や応答値が厳しい地盤ケース及び地震動を選定する。選定した地盤ケース

及び地震動に対して，既工認時の 2次元有効応力解析モデルに追加地盤改良体の配置及

び形状を考慮した 2次元有効応力解析モデルにて地震応答解析を実施し，既工認時に

実施した一連の耐震評価を実施する。さらに追加地盤改良体を考慮した耐震評価結果及

び既工認の耐震評価結果の比率を算出し，追加地盤改良体による影響程度を確認する。

イ．最大値の検討

最大値の検討については，影響程度の確認で算出した比率を既工認時に発生した最大

値（照査値や接地圧等）に乗じて，追加地盤改良体を考慮した場合の「影響検討の最大

値」を算定し，許容限界を満足していることを確認する。

影響程度の確認

［ケース選定］
既工認時の結果から， 2次元有効応力解析を実施する 1ケースを選定

[2次元有効応力解析を実施］
既工認時の解析モデルに追加地盤改良体を反映し， 2次元有効応力解析を実施

［耐震評価を実施］
既工認時に実施した一連の耐震評価を実施

［比率を算定］
既工認時の結果（照査値や接地圧等）からの比率を算出し．影響程度を確認

'| ! 
最大比率l

四？悶：はとと五言；塁王五二1_-l

I影響評価の最大値が許容限界を満足していることを確認

（ ／）  
図1.3-1 施設の耐震評価による影響検討フロー
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b. 設備の耐震評価

設備の耐震評価に対する影響検討については，抽出された施設に間接支持される設備に対

して，既工認の評価結果から応答加速度が大きくなる地盤ケース及び地震動を選定する。選

定した地盤ケース及び地震動に対して，追加地盤改良体を考慮した 2次元有効応力解析モデ

ルにて解析を実施し，応答加速度への影響の有無を確認する。

1. 3. 1 影響検討モデルのモデル化方針

影響検討モデルについては，防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴う周辺施設・設備への

影響について確認することを目的としているため，防潮堤（鋼製防護壁）の構造成立性に寄

与する地盤改良体（既実施地盤改良体及び追加地盤改良体）を既工認時の 2次元有効応力解

析モデルに反映する※゜

既工認時の耐震評価における検討ケース（地盤ケース及び地震動の組合せ）については，

（参考 1) に記載する。

追加地盤改良体を既工認モデルに反映した際の各地盤ケースにおけるモデル化の概念図を

図1.3-2に示す。

※既エ認時の耐震評価モデルにおいては，評価対象構造物の隣接構造物（地盤改良等の

補強対策を含む）について，地盤変形に対する保守的な配慮としてモデル化しない方

針であるが，本影響検討では既エ認モデルに追加地盤改良体を加えた2次元有効応力

解析モデル（以下「影響検討モデル」という）を別途作成するものとする。
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【地盤ケース①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース】
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ざ．． g．2·:·:g.:9:9：とさど・：←：-:•:•:•:•:•:•:•:•:•:.:.:-:•:•芯芯． ． ．
差忍忍：恙器差点：器：苫忍：苫忍：器器：器：苫'.::::
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忍翌：翌：泌叩姻硲疫彰総：号：窓：．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
::::::::::::::::::::::::::::::::::::.・::::: 
:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::: 
·:,:,:•:•:•::,::::.:,:•:•:•:•:•::-:•:•:•:•:'•:•:•:•:•:•::,;:.;.,::,:: 

（セメント改良なし） （セメント改良あり）

追加地盤改良体（薬液注入） エ ↑ エ 追加地盤改良体（セメント改良）

三］＼I, （五直:-
八

【地盤ケース②：地盤物性のばらつきを考慮(+1 (l)した解析ケース】

原地競

(+la・液状化）＇

原地盤

げ16・液状化）

（セメント改良なし） （セメント改良あり）

追加地盤改良体（薬液注入） E r ユ 追加地盤改良体（セメント改良）

. • .'...l ¥¥ I I 構造物 澤4 I:・ • 

••• • •. :I : ¥ (} 1 rに叶 I I.:. ・.., " ハ
【地盤ケース③：地盤物性のばらつきを考慮(-16)した解析ケース】
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苺：苫苓：号：窓差：窓：苺：笠窓•:；：苫：忍：••:::::::.:g::：：ぅ：．：

（某液注入）

Km層
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（セメント改良なし） （セメント改良あり）
追加地盤改良体（藁液注入） E | エ 追加地盤改良体（セメント改良）

こI ¥ Iヽ（ こI

¢
 【地盤ケース④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した解析ケース】

（セメント改良なし） （セメント改良あり）
追加地盤改良体（薬液注入） エ ↑ 工 追加地盤改良体（セメント改良）
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••ふr..............:.• ::ff・・・・・・ん．．ふ...... .••f .. ;: .... :s .• .......................................... ......................................... 
:苫:::::ざ：翌窓畳浦襴爆砂：苫'.::窓：窓：：：：，．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ” .. s .• :s .• s ．． ょ・.で．．．．y．T•• :x .•.• s .• :s ．．．． ん．．．．． ••• _.. ::·.••·•:·.··.·:·.··:•.•.•·:•:.·:::::.··:•::・
ざ：：：忍：：；：：：：：9：：::::::::;;:;::::::::::::

八
【地盤ケース⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース】

（セメント改良なし） （セメント改良あり）

追加地盤改良体（薬液注入） ｀ ↑ > 追加地盤改良体（セメント改良）
原地盤

（平均Vs・非液状化）

原地盤

（平均Vs・非液状化）

八
原地盤

（平均vc・非液状化）
原地盤

（平均Vs・非液状化）

【地盤ケース⑥：地盤物性のばらつきを考慮(+1Cl)して非液状化の条件を仮定した解析ケース】
（セメント改良なし） （セメント改良あり）

追加地盤改良体（薬液注入） E ↑ コ 追加地盤改良体（セメント改良）

1 | 
構造物

原地盤

(+1a・非液状化）
原地盤

(+la・非液状化）

八
原地盤

(+1a・非液状化）
原地盤

(+16・非液状化）

図 1.3-2 各地盤ケースにおけるモデル化の概念図
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1. 3. 2 影響検討ケースの選定方針

影響検討ケースの選定方針について以下に示す。

また，影響検討を実施する対象施設・設備の断面及びケースの選定の詳細については，

後述する 2章から 5章までの各施設・設備の影響検討に示す。

(1)施設の耐震評価

影響検討の地震動については，表1.3-1に示す各施設の評価グループごとに，既エ認の

耐震評価における検討ケースのうち基本ケース（地盤ケース①）で照査値が最大となる地

震動を選定する。

表1.3-1 対象構造物評価グループ

構造物 評価グループ 備考

•取水構造物は， RC部材及び鋼管杭で構成さ

・RC部材
れた構造物である。

取水構造物 ・RC部材及び鋼管杭で応答特性が異なること
・鋼管杭

から， RC部材及び鋼管杭のそれぞれに着目

して影響検討ケースを選定する。

・防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）は，防潮

壁，フーチング及び地中連続壁基礎で構成さ

防潮堤 れた構造物である。また，出口側集水枡※1を

（鉄筋コンク ・地中連続壁基礎 間接支持している。

リート防潮壁） •各部材のうち，主要構造部材である地中連続

壁基礎に着目して影響検討ケースを選定す

る。

・屋外二重管は，鋼部材（鋼製桁，鋼管杭），

地盤改良体及び管体※2で構成された構造物で

屋外二重管 ・鋼部材 ある。

•各部材のうち，主要構造部材である鋼部材に

着目して影響検討ケースを選定する。

・貯留堰，貯留堰取付護岸及び土留鋼管矢板

貯留堰， は，鋼部材（鋼管杭や鋼矢板等）及び止水ゴ

貯留堰取付護岸， ・鋼部材 ムで構成された構造物である。

土留鋼管矢板 •各部材のうち，主要構造部材である鋼部材に

着目して影響検討ケースを選定する。

※1防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）が間接支持する出口側集水枡については，既工認の耐震評価に

おいて防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）と地盤ケース選定の考え方が異なることから，本施設の

影響検討については， （参考3) として別途掲載する方針とする。

※2屋外二重管の構成部材である管体については，既エ認の耐震評価において鋼部材（鋼製桁，鋼管

杭）と地盤ケース選定の考え方が異なることから，本施設の影響検討については， （参考4) とし

て別途掲載する方針とする。
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影響検討の地震動については，表1.3-1に示す各施設の評価グループごとに，既工認

の耐震評価における検討ケースのうち基本ケース（地盤ケース①）で照査値が最大となる

地震動を選定する。影響検討の地盤ケースについては，上記で選定した地震動に対して，

既工認の耐震評価で実施した地盤ケース①～⑥のうち，照査値が最大となる地盤ケースを

選定することを基本とする。ただし，地盤改良体（薬液注入）については，

示すとおり，解析用物性値としては既工認の原地盤（非液状化）と同条件であることか

地盤ケース⑤，⑥については検討対象外とする。

図1.3-3に

ら，

a 地盤改良体（セメント改良）

（地盤ケース④） （原地盤に地盤改良体を追加）

直言： 構造物 奎妻鷹着喜
“”””9•‘`‘‘‘..‘‘’‘‘ 

‘；：：□三□三［： ：：illlこ：：；三：，ロロ。
た

b．地盤改良体（薬液注入）

（地盤ケース④）

同条件 ⇒評価対象外
r------------7  

（原地盤に地盤改良体を追加） 1 (地盤ケース⑤．⑥） 1 

．；芝更：：言［三：三 構造物 冒言： ： I 構造物 I 

： コ l i i
II II 
II II 
I I 

【参考】既工認モデル

（地盤ケース④）

I I 

（原地盤) | （地盤ケース⑤，⑥） | 

］］ ： 構m ： 構造物 i 

: l言i言！！！喜冒言言］］］冒言言言言言［：l l 

II II 
II II 
II II 
L------- -----...J 

【凡例］

□：原地盤（第四系）
：地盤改良体（セメント改良）

図1.3-3 

□：原地盤(1km層） に二］豊浦標準砂

□：地盤改良体（薬液注入）⇒原地盤相当（非液状化）
地盤ケースと解析条件の整理
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上記を踏まえ，施設の影響検討ケースの選定の流れを以下に示す。

1)既エ認時の結果を用いて，既工認時に全地震動の評価を実施している地盤ケース①

（施設評価の基本ケース）にて最大照査値が発生した地震動を 1波選定する。

2) 1)より選定した地震動のうち，地盤ケース①～⑥の中での最大照査値が発生したケ

ースを 1波選定巴

※地盤改良体（薬液注入）は，解析用物性値としては非液状化の原地盤物性

として取り扱うことから，既エ認モデルの地盤ケース⑤，⑥ (非液状化ケ

ース）に対し，追加地盤改良体（薬液注入）は影響を与えない。よって，

追加地盤改良体が薬液注入のみである場合は，既工認モデルの地盤ケース

⑤，⑥と同条件となることを踏まえ，既工認モデルの地盤ケース⑤，⑥は

影響検討対象外とする。

施設の耐震評価における影響検討ケースの選定フローを図1.3-4に示す。
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評価グループの決定
i
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＿
地
震
動
—

―
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r
1
1
1
1
1
1
1
1
1
,
 

既工認時の地盤ケース①で照査値が最
大となる地震動を渭定※

※評価グループごとに選定

r------------------

材料による応答特性の違いや評価
方法の違い等により分類した『評価
グループ』を設定する。

r-----------------------と-----------------------------------------------------------------------------------―̀i影響検討の地盤ケースについては，全ケースの中から 1ケース選定することを基本とする。 i 
！ 

l 【基本方針】 ！ 
i 全ての地盤ケースの中から影響が顕著に表れる地盤ケースにて影響程度の確認を行うため，地盤ケース①～ ！ 
i ⑥の全ケースの中から既工認時に最大照査値が発生した 1ケースを選定することを基本とする。 ！ 

・-----------------------p------------------------------------------------------------------------------------・ 

地
盤
ケ
—
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース①～⑥から 1ケースを渭定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース①～⑥の全
ケースから影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

地盤ケース①～④から 1ケースを選定

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤（非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
①～④から影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

------------------_,_ ---------------------------------_,_ -------------_, 

図1.3-4 影響検討ケースの選定フロー （施設の耐震評価）
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(2)設備の耐震評価

設備の耐震評価への影響については，既工認時の原地盤において非液状化の条件を仮定

した地盤ケース⑤で設備評価への影響が顕著な地震動に対して，設備評価において実施す

べき全地盤ケース（地盤ケース④～⑥）を実施することを基本とする。

ただし，地盤改良体（薬液注入）については，施設の耐震評価と同様，地盤ケース⑤，

⑥については検討対象外とする。

また，地盤改良体（セメント改良）については，モデル変更前後の応答の傾向確認のた

め，基本ケースである地盤ケース⑤及び全ての周期帯で比較的大きい加速度を示すSs

-DI (H+, V+) を確認波として実施する。

上記を踏まえ，設備の影響検討ケースの選定の流れを以下に示す。

1)既工認時の結果を用いて，既工認時に全地震動の評価を実施している地盤ケース⑤

（設備評価の基本ケース）にて最大応答加速度が発生した地震動を 1波選定。

2) 1)より選定した地震動のうち，地盤ケース④～⑥を選定※゜

※地盤改良体（薬液注入）は，解析用物性値としては非液状化の原地盤物性

として取り扱うことから，既エ認モデルの地盤ケース⑤，⑥ (非液状化ケ

ース）に対し，追加地盤改良体（薬液注入）は影響を与えない。よって，

追加地盤改良体が薬液注入のみである場合は，既エ認モデルの地盤ケース

⑤，⑥と同条件となることを踏まえ，既エ認モデルの地盤ケース⑤，⑥は

影響検討対象外とする。

3)追加地盤改良体に「セメント改良」が含まれる場合は， 「セメント改良」の影響を

確認するため，⑤Ss-Dl (H+, V+) についても実施する。

設備の耐震評価における影響検討ケースの選定フローを図1.3-5に示す。
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r------------------

-------------------------------------------------i I 
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＇ ＇ ＇ ＇ -------------------------------------------------2 

既工認時の地盤ケース⑤で設備評価ヘ
の影響が顕著な地震動を還定

r-----------------------------------------------------------------------------------------------------------―’ 
i影響検討の地盤ケースについては，全ケース実施することを基本とする。 I 
i 【基本方針】 ： 
l 追加地盤改良体による周辺地盤の剛性が高くなり，応答加速度の上昇が明らかであることから，地盤ケース l 
i ④～⑥の全ケースにて確認することを基本とする。

・-----------------------p------------------------------------------------------------------------------------・ 

地
盤
ケ
—
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース④～⑥を選定 地盤ケース④を渭定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース④～⑥の全
ケースを影響検討ケースとして選定する。

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤（非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
④のみを影響検討ケースとして選定する。

-------------------,―----------------------------------,_ -------------_, 

（確認波）

⑤S s-D 1 Uヰ V+)を渭定

【選定根拠】
追加地盤改良体（セメント改良）による応
答の傾向確認のため，確認ケースを 1ケース
実施する。
地盤ケースは設備評価の基本ケースである
地盤ケース⑤を選定する。
全ての周期帯で比較的大きい加速度を示す
Ss-D1 (H+. V+) を選定する。

END 

図1.3-5 影響検討ケースの選定フロー （設備の耐震評価）
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1. 3. 3 影響検討方針

(1)施設の影響検討

a. 影響程度の確認

「1.3. 1 影響検討モデルのモデル化方針」に従い影響検討モデルを作成する。

「1.3. 2 影響検討ケースの選定方針」に従い選定したケースに対して 2次元有効応力

解析を実施し，一連の耐震評価を実施する。

影響検討モデル及び既工認時の耐震評価結果（影響検討モデルと同ケース）に対し

て，比率（＝影響検討結果／既工認結果）を算出し，追加地盤改良体による影響程度を

確認する。

b. 最大値の検討

最大値の検討として，比率が 1を超える（既エ認時の結果を上回る）評価について

は，その評価の既工認時の最大値（照査値や接地圧等）に比率を乗じた値（以下「影響

検討の最大値」という）が所定の許容限界を満足することを確認する。なお，影響検討

ケースと既エ認時の最大値発生ケースが同ケースの場合は，すでに最大値に対する影響

検討が確認できていることから最大値の検討については実施不要とする。

最大値の検討における検討フローを図1.3-6に示す。

START 

既工認時の最大値

発生ケニ：竺巴＿」 影響程度の確認

~----------「

最大照査値等の算定
（＝最大比率x既工認時最大照査値等）

END 

図1.3-6 最大値の検討における検討フロー
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(2)設備の影響検討

「1.3. 1 影響検討モデルのモデル化方針」に従い影響検討モデルを作成する。 「1.3. 2 

影響検討ケースの選定方針」に従い選定したケースに対して 2次元有効応力解析を実施

し，応答加速度を抽出する。

影響検討モデルによる最大応答加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS) と既工認時

の最大応答加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS) とを比較し影響の有無を確認す

る。また，既工認の耐震評価に適用している設備評価用ZPA及びFRSは，地震応答解

析で得られた応答加速度に対して，既工認の添付書類「V-2-l-7 設計用床応答曲線の作

成方針」に基づき余裕を確保した条件で設定している。このため，設備評価用と影響検討

ケースのZPA及びFRSを比較して大小関係を確認し，耐震評価への影響の有無を確認

する。

なお，既工認時の比較対象ケースは，影響検討にて選定したケースを基本とするが，追

加地盤改良体（薬液注入）により地盤ケース④は豊浦標準砂物性から原地盤物性相当に置

き換わることから，地盤ケース⑤の条件に近づくと考えるため，地盤ケース④のみ影響検

討を実施する場合は既工認時の地盤ケース⑤についても比較対象とする。
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1. 4 強度評価に対する影響検討方針

下記理由により，施設及び設備の津波による強度評価は実施せず，設備に対しては津波荷重

と余震荷重の重畳による強度評価について 「1.3 耐震評価に対する影響検討方針」で確認す

る方針とする。

(1) 施設の強度評価

施設の強度評価については，施設を梁要素でモデル化した静的フレーム解析を採用し，周

辺地盤は地盤バネとする設計方針である。地盤バネは，津波荷重及び余震荷重に対し，主働

側と受働側でそれぞれ設計上の役割を担っているが，特に施設の強度評価への影響が大きい

のは，外力 （津波荷重及び余震荷重）に対し抵抗力を発揮する受働側の地盤バネと言える。

施設の近傍地盤に設置される地盤改良（セメント改良，薬液注入）は，図1.4-1に示すとお

り，いずれも地盤バネの抵抗力（バネ剛性，反力上限値）を向上させるものであり，受働側

の地盤バネにおいては，追加地盤改良体を反映しない現状の設定が設計上保守的であると考

える。

鉄筋コンクリート
防潮堤

津波荷重

堤内側の地盤改良はより
パネ定数，反カ
が上昇し，側方
向上する。

A
 

A' 

(A-A'断面図） （平面図）

図1.4-1 追加地盤改良体と受働側地盤バネの関係性について

追加地盤改良体を反映した余震荷重は図 1.4-2に示す解析モデルを用いた 1次元地盤応答

解析にて算定する設計方針である。本モデルに追加地盤改良体（薬液注入）を反映すること

で，その物性値は地盤ケース⑤ （原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース）と

同じになる。既工認の強度評価においては，地盤のばらつきとして地盤ケース⑤が設計上考

慮された上で余震荷重（慣性力，応答変位）が設定されていることから，追加地盤改良体

（薬液注入）を本モデルに反映しても余震荷重に変更はない。以上を踏まえると，追加地盤

改良体（薬液注入）が余震荷重の設定に与える影響は無いと判断できる。

なお，追加地盤改良体（セメント改良）は設置範囲も限定的であり，強度評価が必要な施

設（防潮堤 （鋼製防護壁）を除く）とも十分な離隔が確保できている。
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また，津波荷重については地形等の条件が変わらないことから追加地盤改良体による影響

がない。

以上より，施設の強度評価（津波時及び重畳時）に対する影響検討は不要と考える。

T. P. +1. 2伽

Ag2 

As 

Ac 

T. P. -43. 78m 

As 

Agl 

Km 

J T P -130 00. 
ロ
粘性境界

（改良前）

追加地盤改良体

（薬液注入）

T P.+1.2伽

紐2

Ao 

T. P. -43. 78m 

―JTP-13000n 
三」
粘性境界

（改良後）

地盤ケース⑤

（原地盤において非

液状化の条件を仮定

した解析ケース） と

同じ物性値となる。

図 1.4-2 追加地盤改良体を考慮した 1次元地盤応答解析モデル

(2) 設備の強度評価

設備の強度評価の対象である浸水防止設備及び津波監視設備については，既エ認において

津波荷重及び余震荷重を等分布荷重又は集中荷重として単純梁モデルに載荷し，材料力学に

基づく理論式による手計算にて強度評価を実施している。図1.4-3に設備の強度評価に対す

る概念図を示す。

浸水防止蓋 基礎ボルト

余震荷重｛↑↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑↑↑ ↑ 

津波荷重｛ 戸

図1.4-3 設備の強度評価に対する概念図
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追加地盤改良体を考慮した場合の各荷重に対する影響検討方針を以下に示す。

a. 津波荷重

津波荷重は，設置位置における津波による静水圧及び動水圧（又は浸水圧）を考慮

して設定している。追加地盤改良は設備を設置する施設の周辺地盤の改良であり，設

置位置が変わらないことから，既工認における津波荷重条件に変更はない。

b. 余震荷重

余震荷重は，既工認時に地震動として弾性設計用地震動Sd-D 1を，地盤ケース

として地盤ケース⑤ （原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース）を用い

て， 2次元有効応力解析モデルにより得られた応答加速度から設定している。

余震荷重として用いる弾性設計用地震動Sd-D 1は基準地震動Ss-D 1 （本震）

に0.5を乗じたものであり，地震動の波形は同じで加速度規模のみが異なる。このた

め，追加地盤改良体による余震荷重の影響は追加地盤改良体による基準地震動Ss-

Dlの影響と同程度であると考えられる。

これらを踏まえ，追加地盤改良体を考慮した場合の余震荷重への影響検討は，

「1.3耐震評価に対する影響検討方針」の図1.3-6に示す設備に対する選定フローに

従い，追加地盤改良体の種類に応じて，以下のとおりとする。

a) 地盤改良体（薬液注入）のみ実施する場合

追加地盤改良体が地盤改良体（薬液注入）のみの場合は，解析上，追加地盤改良

体を非液状化の原地盤物性として取り扱うため，既工認の地盤ケース⑤と変わら

ず，既工認の余震荷重に影響を与えない。

b) 地盤改良体（セメント改良）を実施する場合

追加地盤改良体に地盤改良体（セメント改良）が含まれる場合は，応答加速度の

算出に用いている地盤ケース⑤の解析モデルの解析用物性値が変更となるため，

余震荷重への影響が考えられる。

余震荷重への影響の確認方法としては， 「1.3耐震評価に対する影響検討方針」

で，確認波として基準地震動Ss-D 1を用いて影響検討を行う方針としており，

余震荷重に用いる弾性設計用地震動Sd-D 1の影響と耐震評価に用いる基準地

震動Ss-D 1の影響は同程度であると考えられることから，耐震評価側で余震

荷重への影響も含めた確認を行う。耐震評価で影響が確認された場合においては，

設備の強度評価に対する影響も追加で確認する。
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2. 取水構造物に対する影響検討
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2. 1 影響検討断面の選定

影響検討断面は，既工認時の代表断面※のうち，解析モデルに追加地盤改良体が設置される

断面を対象とする。追加地盤改良体と施設の位置関係を図 2.1-1及び図 2.1-2に示す。なお，

図2.l-2に示す斜線部の既実施地盤改良体については，既工認時の解析モデルに反映済みであ

る。

以上より，検討対象断面内に追加地盤改良体が設置される①一①断面及び④一④断面を選定

する。⑥ー⑥断面については，追加地盤改良体の範囲外であることから既エ認と同様の解析条

件のため，影響検討の対象とならない。

※既エ認においては，内空寸法や荷重条件等の観点より評価対象断面を選定している。追

加地盤改良体を考慮しても，その選定条件に影響がないため，既工認と同様，①一①断

面，④一④断面及び⑥一⑥断面を評価対象断面として選定する。

図2.1-1 取水構造物及び地盤改良体の平面位置
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DDDDDDDD 

既実施地盤改良体 （薬液注入） Km 

Km 

・追加地盤改良体 （薬液注入）

図2.1-2 (1) 取水構造物及び地盤改良体の断面位置（①一①断面）

既実施地盤改良体 （薬液注入）

Km Km 

ー ：追加地盤改良体 （セメン ト改良） 追加地盤改良体 （薬液注入）

図2.1-2 (2) 取水構造物及び地盤改良体の断面位置（④ー④断面）
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※防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴う追加地盤改良体の影響はない。

図2.1-2(3) 取水構造物及び地盤改良体の断面位置（⑥一⑥断面）
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2.2 評価条件及び評価内容

評価条件及び評価内容については，既工認の添付書類「V-2-2-6取水構造物の地震応答計

算書」及び添付書類「V-2-2-7取水構造物の耐震性についての計算書」を踏襲するものとす

る。

既実施地盤改良体（薬液注入）については取水構造物の構造成立性に係る地盤改良体である

ことから既工認当時から解析モデルに見込んでいる。よって，影響検討用の解析モデルについ

ては防潮堤（鋼製防護壁）の構造成立性に係る追加地盤改良体（薬液注入）及び追加地盤改良

体（セメント改良）を反映する。

地盤改良体の物性値については，添付書類「VI-2-1-3(2) 地盤の支持性能に係る基本方

針」を引用する。

図2.2-1に示す影響検討実施断面について，防潮堤（鋼製防護壁）の構造成立性に係る追加

地盤改良体（薬液注入）及び追加地盤改良体（セメント改良）の反映前後の解析モデルを図

2.2-2に示す。

図2.2-1 影響検討実施断面位置図
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取水構造物（取水路）

既実施地盤改良体

（薬液注入）

（変更前）

取水構造物（取水路）

既実施地盤改良

（薬液注入）

（変更後）

地盤改良体

図2.2-2(1) 解析モデル図（①一①断面）
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取水構造物（取水ヒ°ット）

（変更前）

取水楕造物（取水ヒット）

（変更後）

既実施地盤改良体

（薬液注入）

図2.2-2(2) 解析モデル図（④ー④断面）
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2.3 施設に対する影響検討結果

2.3. 1 ケース選定結果

施設の耐震評価における影響検討ケースの選定手順を以下に，選定結果を表 2.3-1に，影

響検討ケースの選定ルートを図 2.3-1に示す。影響検討ケース選定の詳細については（参考

2) に示す。

a. 評価グループの設定

取水構造物は， RC部材及び鋼管杭で構成された構造物である。 RC部材と鋼管杭では応答

特性が異なることから， RC部材及び鋼管杭のそれぞれに着目して，影響検討ケースを 1ケー

スずつ選定する。

b. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動に対して照査を実施した地盤ケース① （施

設評価の基本ケース）に着目して，既工認時の照査結果が評価グループごとで最大となった 1

波を選定する。

C. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース①～⑥の中から 1ケース選定することを基本とする。

①一①断面に設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであり，薬液注入は解析用物性

値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象

外とし，地盤ケース①～④の中から 1ケース選定する。

④一④断面に設置される追加地盤改良体は「セメント改良」及び「薬液注入」であるため，

上記基本方針より、地盤ケース①～⑥の中から 1ケース選定する。
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施設

丘：
② 

表2.3-1 影響検討ケースの選定結果

取水構造物

①一①断面

．
 

④一④断面． ． 
地
盤
ケ
ー
ス
剥

③

④

⑤

⑥

 

【RC部材】
Ss-D1 (H+, V+) 

【鋼管杭】
Ss-31 (H+, V+) 

【RC部材】 【鋼管杭】
Ss-D1 (H-, V-) Ss-31 (H+, V+) 

【注記】 ※1 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1(J）した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮 (-1(J)した解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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r
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
 

既工認時の地盤ケース①で照査値が最
大となる地震動を選定※

※評価グループごとに選定

評価グループの決定

材料による応答特性の違いや評価
方法の違い等により分類した『評価
グループ』を設定する。

,-------------------------------------------------
：影響検討の地盤ケースについては全ケースの中から 1ケース選定することを基本とする。 ！ 
| 屯ばしケースの中から影響が顕著に表れる地盤ケースにて影響程度の確認を行うため，地盤ケース①～ ： 
'⑥の全ケースの中から既工認時に最大照査値が発生した 1ケースを選定することを基本とする。 1 ., ________________________________________________, 

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース(i)~⑥から 1ケースを選定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース①～⑥の全
ケースから影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

地盤ケース①～④から 1ケースを選定

【選定根拠】
薬液注入については，舷析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
①～④から影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

I 
I 
I 
I 
I 
I 
I 
I 

--------------_, 

END 

図2.3-1(1) 施設評価の影響検討ケースの選定ルート 取水構造物 （①一①断面）
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r------------------J――-----------------------------------------------.-------------------------------------------------
1影響検討の地盤ケースについては，全ケースの中から 1ケース選定することを基本とする。 ： 
： 【基本方針】 ＇ ！ 全ての地盤ケースの中から影響が顕著に表れる地盤ケースにて影響程度の確認を行うため，地盤ケース①～ ： 
'⑥の全ケースの中から既工認時に最大照査値が発生した 1ケースを選定することを基本とする。 1 ., ________________________________________________, 

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース①～⑥から 1ケースを選定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース①～⑥の全
ケースから影響検討ケースとして 1ケースを

選定する。

地盤ケース(i)~④から 1ケースを渭定

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
①～④から影響検討ケースとして 1ケ-,-スを
選定する。

I ---------------------------------_,_ --------------

図2.3-1 (2) 施設評価の影響検討ケースの選定Jレート 取水構造物 （④一④断面）
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2. 3.2 影響程度の確認結果

(1) 構造部材の健全性に対する評価結果

構造部材の健全性に対する評価結果の比較を表 2.3-2～表 2.3-9に，鋼管杭の照査値発生

位置を図 2.3-2及び図 2.3-3に示す。また，各評価項目の最大比率を赤字で示す。

評価の結果，最大比率は1.200と，既工認時と概ね同等の結果となることを確認した。

表 2.3-2 鉄筋コンクリートの曲げ軸力に対する評価結果比較 （①ー①断面）

照査値（yi • cf> di cf>り ※ 比率
影響検言寸ケース 評価位置

変更前 l 変更後 （後／前）

側壁 0. 097 ， 0. 070 0. 722 

頂版 1 0. 076 ： l 0. 060 0. 790 

頂版2 0. 040 0. 010 0. 250 
④S5-Dl (H+, V+) 

底版 1 0. 131 0. 097 0. 741 

底版 2 0. 025 0. 009 0. 360 

隔壁 0. 077 ， 0. 071 0.922 

※y  i：構造物係数（＝1.0) <P d：照査用曲率 か：限界曲率

表 2.3-3 鉄筋コンクリートのせん断力に対する評価結果比較 （①一①断面）

照査値(yi • Vd/Vyd)※ 比率
影響検討ケース 評価位置

！ （後／前）変更前 変更後

側壁 0.456 0. 365 0. 801 

頂版 1 0. 234 ： 0.218 0. 932 

頂版 2 0.694 0.489 0. 705 
④S s-D  1 (H+, V+) 

底版 1 0.494 0.418 0.847 

底版 2 0. 690 0. 572 0.829 

隔壁 0. 150 0. 160 1. 067 

※ yi:構造物係数(=1.0) Vd:照査用せん断力 Vyd:せん断耐力

頂版l 頂版2 頂版2 頂版2 I庫 2 頂版2 頂版2 頂版l

図紅唸翌＇ IS姿

側壁''隔壁1日B□□日日 I I/ 側壁

底版］ 底版2 底版2 底版2 底版2 底版2 底版2 底版l

2-12 

33 



表 2.3-4 鉄筋コンクリートの曲げ軸力に対する評価結果比較 （④一④断面）

照査値（ッi• cpd/ cpり ※ 比率
影響検言寸ケース 評価位置

変更前 i I 
（後／前）変更後

突出部 0. 005 0. 006 1.200 

側壁 0.058 0. 066 1. 138 

隔壁 0. 129 0. 100 0. 775 
， 

左張出 0. 133 0. 106 0. 797 
④S 5-D  1 (H-, V-) 

頂版 1 0. 124 0. 134 1. 081 

頂版2 0.015 0.009 0.600 

底版 1 0. 114 0.094 0.825 

底版2 0. 053 
i 
0. 029 0. 547 

※yi:構造物係数(=1.0) <t>d：照査用曲率 か：限界曲率

表 2.3-5 鉄筋コンクリートのせん断力に対する評価結果比較 （④一④断面）

照査値 （`yi • Vd/Vyd) ※ 比率
影響検討ケース 評価位置

変更前 ！ ！ 変更後 （後／前）

突出部 0.433 0.472 1. 090 

側壁 0.407 0. 398 0. 978 

隔壁 0. 348 0. 311 0. 894 

左張出 0. 319 0.293 0.918 
④Ss-Dl (H-, V-) 

頂版 1 i l i 0. 376 0. 378 1. 005 

頂版 2 0. 291 i l 0.258 0. 887 

底版 1 0. 399 0.447 1. 120 

底版 2 0. 235 0. 212 0.902 

※y  i：構造物係数（＝1.0) Vd:照査用せん断力 Vyd:せん断耐力

突出部 突出部

側壁

底版l 底版2 底版2 底版2 底版l
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表 2.3-6 鋼管杭の曲げ軸力に対する評価結果比較（①ー①断面）

影響検討ケース

④S s -3 1 (H +, V +) 

※yi：構造物係数(=1.0)

照査値（yi.¢d/¢u)※ 

変更前 ： 変更後
評価位置

比率

（後／前）

鋼管杭 1| °. 219 : o. 187 0.854 

<I> d：照査用曲率 い：終局曲率

変更前最厳部材

X ：変更後最厳部材

図2.3-2(1) 変更前後の照査値の最厳箇所（曲げ軸力）

表 2.3-7 鋼管杭のせん断力に対する評価結果比較（①ー①断面）

影響検討ケース

④Ss-3 1 (H+, V+) 

※yi：構造物係数（＝1.0) 

評価位置

鋼管杭 l

照査値（yi • Qd/Qu)※ 

変更前 ： 変更後

比率

（後／前）

0.480 0. 3 9 7 | 0. 8 2 7 

Qd：照査用せん断力 Qu :終局せん断耐力

変更前最厳部材

X :変更後最厳部材

図2.3-2(2) 変更前後の照査値の最厳箇所（せん断力）
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表 2.3-8 鋼管杭の曲げ軸力に対する評価結果比較（④一④断面）

影響検討ケース 評価位置
照査値（yi • ¢ d/ ¢ u)※ 

変更前 変更後

④S8-3 1 (H+, V+) 

※yi：構造物係数（＝1.0) 

鋼管杭 1| °. 223 : 0. 192 
<b d：照査用曲率 釘：終局曲率

比率

（後／前）

0.861 

E
 

変更前最厳部材

X ：変更後最厳部材

図2.3-3(1) 変更前後の照査値の最厳箇所（曲げ軸力）

表 2.3-9 鋼管杭のせん断力に対する評価結果比較（④一④断面）

影響検討ケース
照査値（yi • Qd／仇） ※

変更前 変更後

④S5-3 1 (H+, V+) 

※ y i：構造物係数(=1.0) 

評価位置

鋼管杭 2 0. 457 

Qd：照査用せん断力

0. 388 

比率

（後／前）

0.849 

Qu :終局せん断耐力

変更前最厳部材

X ：変更後最厳部材

図 2.3-3(2) 変更前後の照査値の最厳箇所（せん断力）
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(2) 基礎地盤の支持性能に対する評価結果

基礎地盤の支持性能に対する評価結果の比較を表 2.3-10及び表 2.3-11に示す。また，各

評価項目の最大比率を赤字で示す。

評価の結果，最大比率は 1.048と，既工認時と概ね同等の結果となることを確認した。

表 2.3-10 基礎地盤の支持性能に対する評価結果比較（①一①断面）

最大接地圧 [kN/m門 比率
影響検討ケース 評価位置

！ （後／前）変更前 変更後

④S3-Dl (H+, V+) 鋼管杭9 723 704 0.974 

④S s -3 1 (H +, V +) 鋼管杭9 578 522 0.905 

※極限支持力度 ：6581kN/m2 

ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ

ー

ロ
ー
ロ

ー

ロ
ー
ロ

表 2.3-11 基礎地盤の支持性能に対する評価結果比較（④一④断面）

最大接地圧 [kN/m門 比率
影響検討ケース 評価位置

（後／前）変更前 変更後

④S s-D  1 (H-, V-) 鋼管杭 12 723 I 757 1.048 

④S5-3 1 (H+, V+) 鋼管杭 12 583 551 0. 946 

※極限支持力度： 6581kN/m2 

ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー
ロ
ー

ロ

ー

ロ

ー

戸
」

ー
ロ
ー
ロ
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2.3.3 最大値の検討

「2.3.2 影響程度の確認結果」にて算出した最大比率が 1を超える（既エ認を上回る）

評価項目について，既エ認時の最大値（照査値や接地圧等）に最大比率を乗じた「影響検討

の最大値」が所定の許容限界を下回ることを確認する。

最大値の検討結果を表 2.3-12に示す。

評価の結果，全ての影響検討の最大値が所定の許容限界を下回ることを確認した。

最大値の検討における検討フローを図 2.3-4に再掲する。

既工認時の最大値

発生ケミ：竺竺ー」 影響程度の確認

~----------「

最大照査値等の算定
（＝最大比率x既工認時最大照査値等）

図2.3-4 最大値の検討における検討フロー（再掲）
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2.4 設備に対する影響検討結果

2. 4. 1 ①一①断面に対する影響検討結果

(1) ケース選定結果

設備の耐震評価における影響検討ケースの選定手順を以下に，選定結果を表 2.4.1-1に，

影響検討ケースの選定）レートを図 2.4. 1-1に示す。影響検討ケース選定の詳細については

（参考2) に示す。

a. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動について応答加速度を抽出した地盤ケー

ス⑤ （設備評価の基本ケース）に対して，既工認時の応答加速度が最大となった 1波を選定

する。

b. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース④～⑥の全ケースを実施することを基本とする。

①ー①断面に新たに設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであり，薬液注入は解

析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，既エ認時の地盤ケース

⑤，⑥と同条件となる。よって，地盤ケース⑤， ⑥は影響検討対象外とし，地盤ケース④に

対して影響検討を実施する。

C. 追加地盤改良体 （セメント改良）の影響確認

①＿①断面については，追加地盤改良体（セメント改良）の影響がないため， Ss-D 1 

(H+, V+)によるモデル変更前後の応答の傾向確認は実施しない。

表 2.4. 1-1 影響検討ケースの選定結果 （設備の耐震評価）

施設 取水構造物

断面 ①一①断面

追加 セメント系
地盤
改良 薬液注入 ． 
地 ④ 

【最厳】
Ss-22 

盤 --• ・ - • -• •一

ヶ
⑤ 追加地盤改良体は”藁液注入”

| 
のみであり．既工認時の

ス
地盤ケース⑤ ⑥と同条件となる

※1 
⑥ ことから影響検討対彙外とする。

【注記】 ※1 ④ ：敷地に存在しない盟浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させる こと

を仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮 (+1a)して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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震
動
―
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一
ー
1
1
1
_
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_

 -

-------------------------------------------------, 
＇ I 
I 
I 
I 
I 

-------------------------------------------------」

既工認時の地磐ケース⑤で設備評価ヘ

の影響が顕著な地震動を選定

r---------j--------------------------------------：影響検討の地盤ケースについては，全ケース実施することを基本とする。 i 
＇ 【基本方針】 ： i 追加地盤改良体による周辺地盤の剛性が高くなり，応答加速度の上昇が明らかであることから，地盤ケース ＇ 
＇④～⑥の全ケースにて確認することを基本とする。 1 

L------------------------------------------------1 

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース④～⑥を選定 地盤ケース④を選定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース④～⑥の全
ケースを影響検討ケースとして選定する。

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
④のみを影響検討ケースとして選定する。

（確認波）

⑤S s-D 1 芦 V+)を選定

【選定根拠】
追加地盤改良体 （セメント改良）による応
答の傾向確認のため，確認ケースを 1ケース

実施する。
地盤ケースは設備評価の基本ケースである
地盤ケース⑤を選定する。
全ての周期帯で比較的大きい加速度を示す
Ss-D1 (H+, V+)を選定する。

図2.4. 1-1 設備評価の影響検討ケースの選定Jレート 取水構造物 （①一①断面）
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(2) 影響検討方法

「1.3. 3 影響検討方針」 (2)に示すとおり，地盤ケース④の影響検討モデルによる最大応答

加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS)と既工認時の最大応答加速度 (ZPA)及び床応

答曲線 (FRS) とを比較し影響有無を確認する。また，追加地盤改良体（薬液注入）により

地盤ケース④は豊浦標準砂物性から原地盤物性相当に置き換わることから，地盤ケース⑤の

条件に近づくと考えられるため，既エ認時の地盤ケース⑤についても比較対象とする。

また，既エ認の耐震評価に適用している設備評価用ZPA及びFRSは，地震応答解析で得

られた応答加速度に対して，既工認の添付書類「V-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に

基づき余裕を確保した条件で設定している。このため，設備評価用と影響検討ケースのZPA

及びFRSを比較して大小関係を確認し，耐震評価への影響有無を確認する。

(3) 検討結果

表2.4.1-2にZPAの比較結果を，図 2.4.1-2～図 2.4.1-15にFRSの比較結果を示す。

比較した結果，影響検討モデルによる ZPAは，既工認時と比較して若干増減することを確

認した。また，影響検討モデルによる FRSは，水平方向においては既工認時と比較して増加

し，地盤ケース⑤に近づく傾向があることを確認した。一方，鉛直方向においては大差がない

ことを確認した。さらに，設備評価用ZPA及びFRSに対して十分な余裕があることを確認

した。したがって，追加地盤改良体（薬液注入）を考慮した場合でも，「1.2 影響検討対象施

設・設備の抽出」に示す影響検討対象となる設備への耐震性に影響はない。
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表 2.4. 1-2 Z PAの比較結果

最大応答加速度 (X9.8m/sり

④S s-2 2 
(I) (II) 

評価断面 EL. (m) 方向
⑤S s-2 2 比率

④S s-2 2 設備
（既工認） （既工認） (1/11) 

【非液状化】 【液状化】
（影響検討） 評価用

【液状化】 （既工認）

水平 0.26 0.24 0.24 0.86 0.28 

2.810 ．←▲ → • ・ • • • ... 

鉛直 0. 55 0.53 0. 56 0. 79 0. 71 

水平 0.24 0.23 0.23 0.85 0.28 

1. 118 

鉛直 0.55 0. 53 0.56 0. 79 0. 71 

水平 0.29 0.30 0.28 1. 01 0.28 

0.218 ・・・・・-

鉛直 0.49 0.48 0.48 0. 71 0.68 

取水構造物
水平 0. 31 0. 31 0. 30 1. 02 0. 30 

（①一①断面）
-3.253 ................_.............. -•_......... 

(NS方向その 1)
鉛直 0.49 0.48 0.48 0. 71 0.68 

水平 0.23 0.21 0.23 0.81 0.29 

-3. 357 ,..... .. ．．．．▲ 

鉛直 0.55 0.53 0. 56 0. 79 0. 71 

水平 0.24 0.20 0.23 0.80 0.29 

-4.848 -・・・・・・・・  

鉛直 0.55 0.53 0.56 0. 79 0. 71 

： 

水平 0.25 
： 
0.21 0.25 0.83 0.31 

-6.540 ............................... ・▼......... 

鉛直 0. 54 0. 53 0.55 0. 78 0. 71 

： 
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2.4.2 ④ー④断面に対する影響検討結果

(1) ケース選定結果

設備の耐震評価における影響検討ケースの選定手順を以下に，選定結果を表 2.4.2-1に，

影響検討ケースの選定ルートを図 2.4.2-1に示す。影響検討ケース選定の詳細については

（参考2) に示す。

a. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動に対して応答加速度を抽出した地盤ケー

ス⑤ （設備評価の基本ケース）に対して，既エ認時の応答加速度が最大となった 1波を選定

する。

b. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース④～⑥の全ケースを実施することを基本とする。

④一④断面に新たに設置される追加地盤改良体は「セメ ント改良」及び「薬液注入」であ

ることから，既工認時の地盤ケース④～⑥の全ケースにおいて既工認からモデル条件が変更

となることから，地盤ケース④～⑥に対して影響検討を実施する。

C. 追加地盤改良体 （セメント改良）の影響確認

④一④断面については，追加地盤改良体（セメント改良）の影響を確認するため，地盤ケ

ース⑤の Ss-D1 (H+, V+) を確認波として追加で実施する。

表2.4.2-1 影響検討ケースの選定結果 （設備の耐震評価）

施設 取水構造物

断面 ④一④断面

追加 セメント系 ． 
地盤

改良 薬液注入 ． 
地 ④ 

【最厳】

盤
Ss-21 

ヶ
⑤ 

【最厳】 【確認波】

I Ss-21 Ss-D1 (H+, V+) 
ス
※1 

⑥ 
【最厳】

Ss-21 

【注記】 ※1 ④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させること

を仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋1(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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1
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1
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ー一

-------------------------------------------------~ 

＇ ＇ I 
I 
I 
I 

-------------------------------------------------」

既工認時の地盤ケース⑤で設備評価ヘ
の影響が顕著な地震動を渭定

--------------------------------------------------------------------

...—--------j--------------------------------------1影響検討の地盤ケースについては，全ケース実施することを基本とする。 i 
＇ ＇ 【基本方針】 i ： 追加地盤改良体による周辺地盤の剛性が高くなり，応答加速度の上昇が明らかであることから地盤ケース ＇ 
＇④～⑥の全ケースにて確認することを基本とする。 1 ., ________________________________________________, 

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

地磐ケース④～⑥を選定 地盤ケース④を選定

【選定根拠】

基本方針の通り，地盤ケース④～⑥の全
ケースを影響検討ケースとして選定する。

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤（非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤ ⑥は対象外とし，地盤ケース
④のみを影響検討ケースとして選定する。

（旦

⑤S s-D 1 芦 V+)を選定

【選定根拠】
追加地盤改良体 （セメント改良）による応
答の傾向確認のため，確認ケースを 1ケース
実施する。
地盤ケースは設備評価の基本ケースである
地盤ケース⑤を選定する。
全ての周期帯で比較的大きい加速度を示す
S s -D 1 (H +, V+)を選定する。

図2.4.2-1 設備評価の影響検討ケースの選定ルート 取水構造物 （④一④断面）
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(2) 影響検討方法

「1.3. 3 影響検討方針」 (2)に示すとおり，地盤ケース④～⑥の全ケースについて，影響

検討モデルによる最大応答加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS) と既工認時の最大応

答加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS) とを比較し影響有無を確認する。また，既エ

認の耐震評価に適用している設備評価用ZPA及びFRSは，地震応答解析で得られた応答

加速度に対して，既工認の添付書類「V-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき余

裕を確保した条件で設定している。このため，設備評価用と影響検討ケースのZPA及びF

RSを比較して大小関係を確認し，耐震評価への影響有無を確認する。

(3) 影響検討結果

表 2.4.2-2～表 2.4.2-5に各地盤ケースにおける ZPAの比較結果を，図 2.4.2-2～図

2.4.2-25に各地盤ケースにおける FRSの比較結果を示す。

比較した結果，影響検討モデルによる ZPA及びFRSは，既工認ケースと大差がないこ

とを確認した。また，設備評価用ZPA及びFRSに対して十分な余裕があることを確認し

た。したがって，追加地盤改良体（セメント改良及び薬液注入）を考慮した場合でも，「1.2 

影響検討対象施設・設備の抽出」に示す影響検討対象となる設備への耐震性に影響はない。
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表 2.4. 2-2 Z PAの比較結果（地盤ケース④Ss-21)

最大応答加速度 (X9.8m/sり

(I) (II) 比率
評価断面 EL. (m) 方向 ④S s-2 1 

④S s-2 1 設備評価用 (I/II) 
（既工認）

（影響検討） （既工認）

水平 0.20 0.21 0.91 0.24 
0.30 ・・-・・・ --・ ... 

鉛直 0.56 0.58 0.86 0.68 

水平 0.21 0.22 0.95 0.24 
..•一．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．取水構造物 -6.49 ·······-·.-···········-·•-· 

0. 70 0.68 鉛直 0.48 0.47 
（④一④断面）

水平 0. 18 0. 19 0. 78 0.25 
............ -...... (NS方向その 2) -7.40 ．．．．．．．．．．．ー・····-·······・••··-·・

鉛直 0.46 0.49 0.67 0. 74 

水平 0. 19 0.21 0.91 0.24 
-7.46 ••• •• •• • ••• • • ・̀・ • • •-··········· ........................9.......... 

鉛直 0.48 0.47 0. 70 0.68 

表 2.4. 2-3 Z PAの比較結果（地盤ケース⑤Ss-21)

最大応答加速度 (X9.8m/sり

(I) (II) 比率
評価断面 EL. (m) 方向 ⑤S s-2 1 

⑤S s-2 1 設備評価用 (I/II) 
（既工認）

（影響検討） （既工認）

水平 0.20 ： 0.21 0.91 0. 24 ： 
．．．．．．．．．．．．．．．．． ．．．．． ．．．．．．．．ー・-・・・・・・・・・・・0.30 .......-............*•• 

鉛直 0.57 0. 58 0.86 0.68 

水平 0. 22 0.22 0.95 0. 24 
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 取水構造物 -6.49 ...“............~......... 

0. 70 0.68 鉛直 0.47 0.47 
（④一④断面）

水平 0.20 0. 19 0. 78 0.25 
・・・・・・-・・・・・ (NS方向その 2) -7.40 ．．．．．．．．．．．．．．-・・ 

鉛直 0.48 0. 50 0.67 0. 75 

水平 0.21 0.21 0.91 0.24 
-7.46 ............................... 

鉛直 0.47 0.47 0. 70 0.68 
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表 2.4. 2-4 Z PAの比較結果（地盤ケース⑤Ss-D 1 (H+, V+)) 

最大応答加速度 (X9.8m/sり

⑤Ss-D 1 
(I) 

(II) 比率
評価断面 EL. (m) 方向 ⑤S 8-D 1 

(H+, V+) 設備評価用 (I/II) 

（既工認）
(H+, V+) 

（既工認）
（影響検討）

水平 0.25 0.24 0.91 0.27 
0. 30 ..● ● 

鉛直 0.52 0. 53 0.86 0.62 

水平 0.26 0.25 0.95 0.27 
取水構造物 -6.49 

鉛直 0.45 0.46 0. 70 0.66 
（④一④断面）

水平 0.22 0.22 0. 78 0.29 
(NS方向その 2) -7.40 

鉛直 0.45 0.45 0.67 0.68 

水平 0.25 0.24 0.91 0.27 
-7.46 

鉛直 0.45 0.46 0. 70 0.66 

表 2.4. 2-5 Z PAの比較結果（地盤ケース⑥Ss-21)

最大応答加速度 (X9.8m/sり
： 
(I) (II) 比率

評価断面 EL. (m) 方向 ⑥S s-2 1 
⑥S s-2 1 設備評価用 (I/II) 

（既工認）
（影響検討） （既工認）

水平 0.21 0.21 0.91 0.24 
0.30 ................ ....•••..................................... 

鉛直 0.58 0. 59 0.86 0.69 

水平 0.23 0.23 0.95 0. 25 
．．．．．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．．ー・-・・・・・・・・・・・取水構造物 -6.49 .配......... -•,.............. 

0. 70 0.69 鉛直 0.48 0.48 
（④一④断面）

水平 0.21 0.20 0. 78 0.26 
・・・・・・・・-・・・・・・・・・・.-・・・・・・・・・・．．、．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．(NS方向その 2) -7.40 ．．．．．．．．．．．．疇．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

鉛直 0.48 0.51 0.67 0. 77 

水平 0.22 0.22 0.91 0.25 
-7.46 .. ・・ • • ・ ・ • ・ •• ・・ ・ • ・ • ・ • • 疇•・ • ・ ・ •-・ •-・ • ・ • ・ • • ·-•-··~ ・ • ・ ・ • -----• ・ •---- -• ・ • ・ •-・ •噸

鉛直 0.48 0.48 0. 70 0.69 
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3. 1 影響検討断面の選定

影響検討断面は，既工認時の代表断面※のうち，解析モデルに追加地盤改良体が設置される

断面を対象とする。追加地盤改良体と施設の位置関係を図 3.1-1及び図 3.1-2に示す。

以上より，検討対象断面内に追加地盤改良体が設置される①一①断面～④一④断面の全ての

断面を選定する。なお，既エ認時と同様，構造評価については①一①断面及び②一②断面を用

い，設備評価については①一①断面～④一④断面を用いる。

※既工認における断面選定の考え方

・施設評価については，基礎の岩着標高が深く地中連続壁に対して相対変位が大きくなる

と想定される①一①断面及び②一②断面を選定している。なお，上部エ（防潮壁，フー

チング）に対しては弱軸方向である①一①断面での応答値を用いて耐震評価を実施して

いる。

・設備評価については，防潮扉 1に対しては①一①断面及び②一②断面を，構内排水路逆

流防止設備に対しては③一③断面及び④一④断面を選定し，応答加速度を算出してい

る。

図3.1-1 防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）及び地盤改良体の平面位置
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図3.1-2 (1) 防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）及び地盤改良体の断面位置

（①一①断面）
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図3.1-2(2) 防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）及び地盤改良体の断面位置

（②一②断面）
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図3.1-2(3) 防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）及び地盤改良体の断面位置

（③ー③断面）
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図3.1-2(4) 防潮堤（鉄筋コンク リート防潮壁）及び地盤改良体の断面位置

（④一④断面）
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3.2 評価条件及び評価内容

評価条件及び評価内容については，既エ認の添付書類「V-2-2-36防潮堤（鋼管杭鉄筋コン

クリート防潮壁）の地震応答計算書」及び添付書類「V-2-2-39-1防潮堤（鉄筋コンクリート

防潮壁）の耐震性についての計算書」を踏襲するものとする。

影響検討用の解析モデルについては既実施地盤改良体（薬液注入），追加地盤改良体（薬液

注入）及び追加地盤改良体（セメント改良）を反映する。ただし，「隣接構造物をモデル化し

ない方針であること」及び「施設から離れた追加地盤改良体（セメント改良）の当該施設・設

備に与える影響が軽微であると判断できること」から既設構造物を挟んで設置される追加地盤

改良体（セメント改良）はモデル化しない。また，解析上，モデル化しない隣接構造物及び追

加地盤改良体（セメント改良）部分については地盤改良体（薬液注入）にてモデル化する。

地盤改良体の物性値については，添付書類「VI-2-1-3(2) 地盤の支持性能に係る基本方

針」を引用する。

図3.2-1に示す影響検討実施断面について，既実施地盤改良体（薬液注入），追加地盤改良

体（薬液注入）及び追加地盤改良体（セメント改良）の反映前後の解析モデルを図 3.2-2に示

す。

図3.2-1 影響検討実施断面位置図
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図3.2-2 (1) 解析モデル図（①ー①断面）
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図3.2-2 (2) 解析モデル図（②ー②断面町

※設計における保守的な配慮として， 防潮堤の隣接区画はモデル化しない。
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図3.2-2 (3) 解析モデル図 （③ー③断面町

※設計における保守的な配慮として，防潮堤の隣接区画はモデル化しない。
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図3.2-2 (4) 解析モデル図（④一④断面）
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3.3 施設に対する影響検討結果

3.3. 1 ケース選定結果

施設の耐震評価における影響検討ケースの選定手順を以下に，選定結果を表 3.3-1に，影

響検討ケースの選定ルートを図 3.3-1に示す。影響検討ケース選定の詳細については（参考

2) に示す。

a. 評価グループの設定

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）は，鉄筋コンクリート防潮壁，フーチング及び地中連続

壁基礎で構成された構造物である。各部材のうち，主要構造部材である地中連側壁基礎に着目

して影響検討ケースを 1ケース選定する。

b. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既エ認時に全地震動に対して照査を実施した地盤ケース① （施

設評価の基本ケース）に対して，既エ認時の照査結果が評価グループごとで最大となった 1波

を選定する。

c. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース①～⑥の中から 1ケース選定することを基本とする。

①一①断面に設置される追加地盤改良体は「セメント改良」及び「薬液注入」であるため，

上記基本方針より、地盤ケース①～⑥の中から 1ケース選定する。

②一②断面に設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであり，薬液注入は解析用物性

値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象

外とし，地盤ケース①～④の中から 1ケース選定する。
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丘

①

②

表 3.3-1 影響検討ケースの選定結果

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮堤）

①一①断面． ． 
②一②断面

．
 

地
盤
ケ
ー
ス
恕

③

―

④

―

⑤

⑥

 

【地中連続壁基礎】
Ss-31 (H+, V+) 

【地中連続壁基礎】
Ss-31 (H+, V+) 

【注記】 ※1 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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既工認時の地盤ケース①で照査値が最
大となる地震動を選定※

※評価グループごとに選定

材料による応答特性の違いや評価

方法の違い等により分類した『評価
グループ』を設定する。

------------------J―------------------------------------------------,-------------------------------------------------
1影響検討の地盤ケースについては，全ケースの中から 1ケース選定することを基本とする。 ’ 
’ ’  ＇ 【基本方針】 ： ＇ 全ての地盤ケースの中から影響が顕著に表れる地盤ケースにて影響程度の確認を行うため，地盤ケース①～ ＇ ： ⑥の全ケースの中から既工認時に最大照査値が発生した 1ケースを選定することを基本とする。 1 , ________________________________________________, 

地
盤
ケ
—
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース(i)~⑥から 1ケースを選定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース①～⑥の全
ケースから影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

地盤ケース(i)~④から 1ケースを選定

【選定根拠】
薬液注入については解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤ ⑥は対象外とし，地盤ケース
①～④から影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

図3.3-1 (1) 施設評価の影響検討ケースの選定ルート

（①一①断面）

防潮堤 （鉄筋コ ンク リート防潮壁）
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既工認時の地盤ケース①で照査値が最
大となる地震動を選定※

※評価グループごとに選定

材料による応答特性の違いや評価
方法の違い等により分類した『評価
グループ』を設定する。

------------------1 ——------------ -- ----------- ----------------------~ 
,------------------------------------------------- I 

1影響検討の地盤ケースについては，全ケースの中から 1ケース選定することを基本とする。 ’' 
’ ’' i 【基本方針】 ！ 
全ての地盤ケースの中から影響が顕著に表れる地盤ケースにて影響程度の確認を行うため，地盤ケース①～ ＇ i ⑥の全ケースの中から既工認時に最大照査値が発生した 1ケースを選定することを基本とする。 1 

..----------..-------------------------------------’ 

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース①～⑥から 1ケースを選定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース①～⑥の全
ケースから影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

地盤ケース①～④から 1ケースを選定

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
①～④から影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

END 

図3.3-1 (2) 施設評価の影響検討ケースの選定ルート

（②一②断面）

防潮堤 （鉄筋コ ンク リート防潮壁）
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3. 3.2 影響程度の確認結果

(1) 構造部材の健全性に対する評価結果

a. 鉄筋コンクリート防潮壁及びフーチング

鉄筋コンクリート防潮壁及びフーチングのモデル化と荷重概念図を図 3.3-2に示す。

鉄筋コンクリート防潮壁及びフーチングの評価については，①ー①断面の各ケースの最

大応答加速度を設計震度に変換して，図 3.3-1のように 2次元静的フレーム解析に入力す

ることで耐震評価を実施している。 2次元静的フレーム解析に入力する設計震度の大小に

より比例的に断面力が増減することから， 2次元静的フレーム解析に入力する設計震度を

比較することで影響を確認する。

,9 -‘i断曇欝

辛？ニ

地震詩慣性カ
（自重x水平震度） ～～

 

＇ ユ9ユダ＝と
叩ヽO•H2 心

耐震評価用 2次元静的フレーム解析モデル

（鉄筋コンクリート防潮壁）

2-2円国R

10000 

)IOO xo 
知

•四

紐畑一匹 X

コノ?'1.―””'塁
.t.n• 

地

I P + ^ ( 

;mt9 

m.9tlO,0 vr P令｀OOo・
. I 

コ乙？
.t;五逗

29ノ29’-.l:
~ • 1 rCSl 、O• 口心

gこ

』

（自

g-~ 

g
u
 

含 §
t 

22ュユダ—..I:
O•? '0 •112 

単純

として
モデルイ

耐震評価用 2次元静的フレーム解析モデル

（フーチング）

図3.3-2 鉄筋コンクリート防潮壁及びフーチングのモデル化と荷重概念図
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2次元静的フレーム解析に入力する既工認時及び影響検討による設計震度の比較を表

3.3-2に示す。また，各評価項目の最大比率を赤字で示す。

評価の結果，最大比率は 1.035と，既エ認時と概ね同等の結果となることを確認した。

表 3.3-2 2次元静的フレーム解析に入力する設計震度の比較

震度 比率
影響検討ケース 成分※2

変更前※1 i I 変更後 （後／前）
! 

水平 0.993 1.027 1. 035 
③S5-3 1 (H+, V+) 

鉛直 0. 125 0. 127 1. 016 

※1 :変更前の設計震度については，水平最大震度で1.031（④Ss-3 1 (H+, V十）），鉛

直最大震度で0.369（⑥Ss-D 1 (H+, Vー））が選定され，それぞれ最大震度に対し

て，鉄筋コンクリート防潮壁及びフーチングの評価を実施している。

※2:水平震度は鉄筋コンクリート防潮壁の評価に，鉛直震度はフーチングの評価に用いる。
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b. 地中連続壁基礎

地中連続壁基礎に対する評価結果の比較を表 3.3-3～表 3.3-5に，変更前後の照査値の最

厳箇所を図 3.3-3～図 3.3-5に示す。また，各評価項目の最大比率を赤字で示す。

評価の結果，最大比率は1.14と，既工認時と概ね同等の結果となることを確認した。

表 3.3-3(1) 地中連続壁基礎の曲げ軸力（圧縮）に対する評価結果比較（①一①断面）

照査値((JC!(Jca)※ 比率
影響検討ケース 評価位置

変更前 I 変更後 （後／前）

部材 1 0. 15 0. 13 0.87 

部材2 0. 49 0.47 0.96 
③Ss-3 1 (H+, V+) 

部材3 0.49 ！ 0.48 0.98 
！ 

部材4 0.66 
i 
0.66 1. 00 

※叫：発生圧縮応力度 叫a:短期許容圧縮応力度

表 3.3-3(2) 地中連続壁基礎の曲げ軸力（圧縮）に対する評価結果比較（②一②断面）

影響検討ケース

③S8-3 1 (H+, V+) 

※叫：発生圧縮応力度

ー ：追加蠅●改良体（セメ ン ト改良）

Eコ ：追加嶋櫨改良体（稟讀四J

Km 

照査値（acl a ca)※ 
評価位置

変更前 ； i 変更後
i 

部材 1 0. 78 
l 
0. 78 

部材2 0. 77 i i 0. 76 

部材3 0. 34 
i 
0. 36 

部材4 0.42 
l 
0.44 

応 a：短期許容圧縮応力度

こ

Km 

（①一①断面） （②一②断面）

図3.3-3 変更前後の照査値の最厳箇所（曲げ軸力（圧縮））
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0.99 

1.06 

1. 05 

： 

83 



表 3.3-4(1) 地中連続壁基礎の曲げ軸力（引張）に対する評価結果比較（①ー①断面）

照査値（ os/o sa) ※ 比率
影響検討ケース 評価位置

変更前 変更後 （後／前）
！ 

部材 1 0. 10 0. 08 0.80 

部材2 0.37 0. 34 0.92 
i ③S s 3 1 (H +, V +) 

部材3 0. 34 0. 33 0.97 
i 

部材4 0.51 0. 50 0.98 
! 

※ぃ：発生引張応力度 (Jsa :短期許容引張応力度

表 3.3-4(2) 地中連続壁基礎の曲げ軸力（引張）に対する評価結果比較（②一②断面）

照査値((Jsl(Jsa)※ 比率
影響検討ケース 評価位置

変更前 変更後 （後／前）
； 

部材 l 0.67 l ！ 0. 68 1. 02 
！ 

部材2 0. 70 0. 70 1. 00 
③Ss-3 1 (H+, V+) 

部材3 0.25 0. 24 0.97 

部材4 0. 36 0. 21 0.60 
； 

※ as :発生引張応力度 叩 a:短期許容引張応力度

ー ［箪尾鷺改只体（セメンい改良）

Eコ ：追加建鎗改良体（震諫庄心 に

z
.
H器

Ac 
Ac 

こ

Km 
Km 

（①一①断面） （②一②断面）

図 3.3-4 変更前後の照査値の最厳箇所（曲げ軸力（引張））
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表 3.3-5(1) 地中連続壁基礎のせん断力に対する評価結果比較（①一①断面）

照査値 (V/Va) ※ 比率
影響検討ケース 評価位置

変更飼 変更後 （後／前）
； 

部材 1 0. 16 0. 16 1. 00 

部材2 0.29 0. 30 1. 03 
③S8-3 1 (H+, V+) 

部材3 0.22 0. 22 1. 00 
i 

部材4 0. 35 0. 35 1. 00 
l 

※ v ：発生せん断力 Va：短期許容せん断力

表 3.3-5(2) 地中連続壁基礎のせん断力に対する評価結果比較（②一②断面）

照査値 (V/Va) ※ 比率
影響検討ケース 評価位置

変更前 変更後 （後／前）
； 

部材 1 0. 32 ！ l 0. 34 1. 06 
！ 

部材2 0.37 0. 35 0.95 
③Ss-3 1 (H+, V+) 

部材 3 0. 14 0. 14 1. 00 

部材4 0.40 0. 37 0.93 
！ 

※ v ：発生せん断力 Va：短期許容せん断力

ー ：追加迦羹改良体（セメント改良）

Eコ ：叩凜盤改良体（藁策注入） 口

g
．
卒
器

Km 

Ac 

Km 

（①一①断面） （②一②断面）

図 3.3-5 変更前後の照査値の最厳箇所（せん断力）

茎
土
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(2) 基礎地盤の支持性能に対する評価結果

基礎地盤の支持性能に対する評価結果の比較を表3.3-6に示す。また，各評価項目の最大

比率を赤字で示す。

評価の結果，最大比率は1.27と，既工認時と概ね同等の結果となることを確認した。

表 3.3-6(1) 基礎地盤の支持性能に対する評価結果比較（①一①断面）

影響検討ケース

③S s -3 1 (H +, V +) 

※極限支持力度： 6201kN/m2 

評価位置
最大接地圧 [kN/m汀 比率

i 

変更前 i 変更後 （後／前）

2296 2254 0.98 

表 3.3-6(2) 基礎地盤の支持性能に対する評価結果比較（②一②断面）

影響検討ケース

③S s -3 1 (H +, V +) 

※極限支持力度： 6201kN/m2 

評価位置

(3) 構造物の変形に対する評価結果

最大接地圧 [kN/m門 比率

変更前 I 変更後 （後／前）

1277 1619 1. 27 

地震時の止水ジョイント部の相対変位量に対する評価結果の比較を表 3.3-7に示す。ま

た，各評価項目の最大比率を赤字で示す。

評価の結果， 3成分合成変位の比率は1.02と，既工認時と概ね同等の結果となることを

確認した。

表 3.3-7 鉄筋コンクリート防潮壁の地震時相対変位量

変位量 [m] 比率
影響検討ケース 成分

変更前 変更後 （後／前）

ox 0.600 0.596 0.99 

③S s-3 1 
8 y 0. 724 0. 752 1. 04 

8 z 0.015 0.012 0.80 
(H+, V+) 

3成分合成変位
0.941 0.960 1.02 

(✓ (0炉＋6炉＋6が））

※1許容限界： 2.0m 

※2既工認時の構造物の変形に対する評価は，④Ss-Dl (H+, V+)にて確

認しており， 3成分合成変位は1.887 mである。
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3. 3.3 最大値の検討

「3.3.2 影響程度の確認」より算出した最大比率が 1を超える（既工認を上回る）評価

項目について，既エ認時の最大値（照査値や接地圧等）に最大比率を乗じた「影響検討の最

大値」が所定の許容限界を下回ることを確認する。

最大値の検討結果を表 3.3-8に示す。

評価の結果，全ての影響検討の最大値が所定の許容限界を下回ることを確認した。

最大値の検討における検討フローを図 3.3-6に再掲する。

START 

既工認時の最大値

発生ケニ：竺竺＿」 影響程度の確認

~----------「

最大照査値等の算定
（＝最大比率x既工認時最大照査値等）

END 

図3.3-6 最大値の検討における検討フロー（再掲）
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0
6
 

（
照
査
値
）

0
.
8
7
 

O
K
 

防
潮
堤
地
中
連
続
壁
基
礎
の
曲
げ
軸
力
（
引
張
）
に
対
す
る
評
価

0.
 
7
6
 

（
鉄
筋
コ
ン
ク

1. 
0
2
 

（
照
査
値
）

0.
 
7
8
 

OK
 

リ
ー
ト
防
潮
壁
）

0
.
5
9
 

地
中
連
続
壁
基
礎
の
せ
ん
断
力
に
対
す
る
評
価

1. 
0
6
 

（
照
査
値
）

0.
 
6
3
 

OK
 

②
一
②
断
面

2
1
8
2
※
2
 

2
7
7
2
 ※
2
 

基
礎
地
盤
の
支
持
性
能
に
対
す
る
評
価

1. 
2
7
 

（
接
地
圧
）

OK
 

設
備
評
価
用
断
面
で
あ
る
こ
と
か
ら
，
施
設
評
価
対
象
外
。

③
ー
③
断
面

※
1
本
表
に
記
載
す
る
最
大
値
の
表
示
桁
は
既
工
認
の
耐
震
計
算
書
に
お
け
る
表
示
桁
を
踏
襲
し
て
設
定
す
る
。

※
2
基
猫
地
盤
の
支
持
性
能
に
対
す
る
評
価
と
し
て
，
接
地
圧
（
単
位
：
k
N
/
mり
を
示
す
。
な
お
，
許
容
限
界
は
6
2
0
1
k
N
/
m
2
（
極
限
支
持
力
度
）
で
あ
る
。
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3.4 設備に対する影響検討結果

3.4. 1 ①一①断面及び②ー②断面に対する影響検討結果

(1) ケース選定結果

設備の耐震評価における影響検討ケースの選定手順を以下に，選定結果を表 3.4.1-1に，

影響検討ケースの選定ルートを図 3.4.1-1に示す。影響検討ケース選定の詳細については

（参考2) に示す。

a. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動について応答加速度を抽出した地盤ケー

ス⑤ （設備評価の基本ケース）に対して，既工認時の応答加速度が最大となった 1波を選定

する。

b. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース④～⑥の全ケースを実施することを基本とする。

①一①断面に新たに設置される追加地盤改良体は「セメント改良」及び「薬液注入」であ

ることから，既工認時の地盤ケース④～⑥の全ケースにおいて既工認からモデル条件が変更

となることから，地盤ケース④～⑥に対して影響検討を実施する。

②一②断面に新たに設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであり，薬液注入は解

析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，既エ認時の地盤ケース

⑤，⑥と同条件となる。よって， 地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象外とし， 地盤ケース④に

対して影響検討を実施する。

C. 追加地盤改良体 （セメント改良）の影響確認

①ー①断面については，追加地盤改良体（セメント改良）の影響を確認するため，地盤ケ

ース⑤のSs -D  1 (H+, V+) を確認波として追加で実施する。

②ー②断面については，追加地盤改良体（セメント改良）の影響がないため， S s-D  1 

(H+, V+) によるモデル変更前後の応答の傾向確認は実施しない。

表 3.4.1-1 影響検討ケースの選定結果（防潮扉 1)

施設 防潮堤 （鉄筋コンクリート防潮堤）

断面 ①一①断面 ②一②断面

追加 セメント系 ． 
地盤
改良 薬液注入 ． ． 
地 ④ 

【最厳】 【最厳】

盤
Ss-31 (H+, V+) Ss-31 (H-, V+) 

ヶ
⑤ 

【最厳】 【確認波】 追加地盤改良体は＂藁液注入”
I Ss-31 CH+, V+) Ss-D1 (H+, V+) のみであり，既エ認時の
ス 地盤ケース⑤．⑥と同条件となる
※1 

⑥ 
【最厳】

ことから影響検討対彙外とする。Ss-31 CH+, V+) 

【注記】 ※1 ④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらっきを考慮 (+la)して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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一ー

1
1
1
1
1
1
1
-

-------------------------------------------------~ 
I 
I 
I 
I 

＇ I 

-------------------------------------------------」

既工認時の地盤ケース⑤で設備評価ヘ
の影響が顕著な地震動を選定

--------------------------------------------------------------------

1""'---------J--------------------------------------i影響検討の地盤ケースについては，全ケース実施することを基本とする。 ： 
| 【基本方針】 ！ 
＇ 追加地盤改良体による周辺地盤の剛性が高くなり，応答加速度の上昇が明らかであることから，地盤ケース ＇ 
＇④～⑥の全ケースにて確認することを基本とする。 1 

贔------------------------------------------------’ 

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース④～⑥を選定 地盤ケース④を選定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース④～⑥の全
ケースを影響検討ケースとして選定する。

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤ ⑥は対象外とし，地盤ケース
④のみを影響検討ケースとして選定する。

（旦

⑤S s-D 1 国 V+)を選定

【選定根拠】
追加地盤改良体 （セメント改良）による応
答の傾向確認のため，確認ケースを 1ケース

実施する。
地盤ケースは設備評価の基本ケースである
地盤ケース⑤を選定する。
全ての周期帯で比較的大きい加速度を示す
Ss-D1 (H+, V+)を選定する。

図3.4.1-1(1) 設備評価の影響検討ケースの選定ルート

（①ー①断面）

防潮堤 （鉄筋コンクリ ート防潮壁）
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START 

一一一一一一

地
震
動
―

-------------------------------------------------~ 

＇ ＇ ＇ ＇ ＇ ＇ 
-------------------------------------------------」

既工認時の地磐ケース⑤で設備評価ヘ
の影響が顕著な地震動を選定

,------------------------------------------------~ 
1影響検討の地盤ケースについては，全ケース実施することを基本とする。 i 
＇ ： 【基本方針】 ！ 
＇ 追加地盤改良体による周辺地盤の剛性が高くなり，応答加速度の上昇が明らかであることから，地盤ケース ＇ 
＇④～⑥の全ケースにて確認することを基本とする。 1 

i.-----------------------------------------------―’ 
地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース④～⑥を選定 地盤ケース④を選定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース④～⑥の全
ケースを影響検討ケースとして選定する。

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
④のみを影響検討ケースとして選定する。

（確認波）

⑤S s-D 1 国 V+)を選定

【選定根拠】
追加地盤改良体 （セメント改良）による応
答の傾向確認のため，確認ケースを 1ケース
実施する。
地盤ケースは設備評価の基本ケースである
地盤ケース⑤を選定する。
全ての周期帯で比較的大きい加速度を示す
Ss-D1 (H+, V+)を選定する。

図3.4. 1-1 (2) 設備評価の影響検討ケースの選定Jレート

（②一②断面）

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）

3-25 

92 



(2) 影響検討方法

①一①断面及び②一②断面の影響検討対象設備である防潮扉 1は，既エ認時において固有

周期が 0.05s以下であるため，最大応答加速度 (ZPA) を条件として適用している。この

ため，①ー①断面については地盤ケース④～⑥の全ケースを対象とし，②一②断面について

は地盤ケース④の影響検討モデルによる最大応答加速度 (ZPA) と既工認時の最大応答加

速度 (ZPA)とを比較し影響有無を確認する。さらに，②ー②断面は，追加地盤改良体（薬

液注入）により地盤ケース④は豊浦標準砂物性から原地盤物性相当に置き換わることから，

地盤ケース⑤の条件に近づくと考えられるため，既工認時の地盤ケース⑤についても比較対

象とする。

また，既エ認の耐震評価に適用している防潮扉 1の設備評価用ZPAは，防潮堤（鉄筋コ

ンクリート防潮壁）の①一①断面及び②一②断面の 2次元有効応力解析モデルより得られる

最大応答加速度 (ZPA)を設定している。このため，設備評価用と影響検討ケースのZP

Aを比較して大小関係を確認し，耐震評価への影響有無を確認する。

(3) 影響検討結果

表 3.4.1-2～表 3.4.1-5に①一①断面の各地盤ケースにおける ZPAの比較結果を，表

3.4. 1-6に②一②断面のZPAの比較結果を示す。

比較した結果，①一①断面の影響検討モデルによる ZPAは，既工認時と比較して大差な

いことを確認した。一方，②ー②断面の影響検討モデルによる ZPAは，既エ認時と比較し

て若千増加することを確認した。また，設備評価用ZPAに対して下回っていることを確認

した。

したがって，追加地盤改良体（セメント改良及び薬液注入）を考慮した場合でも，防潮扉

1への影響はない。
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表 3.4.1-2 ①一①断面のZPAの比較結果（地盤ケース④Ss-3 1 (H+, V+)) 

最大応答加速度 (X9.8m/sり

④S s-3 1 
(I) 

比率(II) 
評価断面 EL. (m) 方向 ④S s-3 1 

(H+, V+) 設備評価用 (I/II) 

（既工認）
(H+, V+) 

（既工認）
（影響検討）

水平 1. 04 1. 03 1. 04 0.99 
23. 550 ・•............................

鉛直 0. 13 0. 13 0. 37 0.36 

水平 1. 04 1. 03 1. 04 0.99 
防潮堤（鉄筋コン 22. 500 ..................-

鉛直 0. 13 0. 13 0.37 0.36 
クリート防潮壁）

水平 0.64 0.62 0.65 0.96 
（①一①断面） 11. 350 ・・・・・-・・・・・・・・・・・・・・-・・ 

鉛直 0. 13 0. 13 0.37 0.36 

水平 0.39 0.37 0.65 0.57 
2. 700 ...................0-........-

鉛直 0. 13 0. 13 0. 37 0.36 

表 3.4.1-3 ①一①断面のZPAの比較結果（地盤ケース⑤Ss-31 (H+, V+)) 

最大応答加速度 (X9.8m/sり

⑤S s-3 1 
(I) 

(JI) 比率
評価断面 EL. (m) 方向 ⑤S s - 3 1 

(H+, V+) 設備評価用 (1/11) 

（既工認）
(H+, V+) 

（既工認）
（影響検討）

水平 1. 02 1. 02 1. 04 0.98 
23.550 ........... ......... _............. ・・・・・・....... 

鉛直 0. 13 0. 13 0. 37 0.36 

水平 1. 02 1. 02 1. 04 0.98 
防潮堤（鉄筋コン 22.500 ．．．ヽ•• •,....... ........._...._...................0..._... 

鉛直 0. 13 0. 13 0. 37 0.36 
クリート防潮壁）

水平 0.61 0.61 0.65 0.94 
（①一①断面） 11. 350 ．． ．．．．．．．．ー・＿．．．．．．．．．．．．一 ........-............................... 

鉛直 0. 13 0. 13 0.37 0. 36 

水平 0.37 0. 36 0.65 0. 56 
2. 700 ~..... •・・・・.........

鉛直 0. 13 0. 13 0.37 0.36 
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表 3.4.1-4 ①ー①断面のZPAの比較結果（地盤ケース⑤Ss-D 1 (H+, V+)) 

最大応答加速度 (X9.8m/sり

⑤Ss-D 1 
(I) 

(II) 比率
評価断面 EL. (m) 方向 ⑤S s-D 1 

(H+, V+) 設備評価用 (I/II) 

（既工認）
(H+, V+) 

（既工認）
（影響検討）

水平 1. 00 0.98 1. 04 0.95 
23. 550 ．．．．． 

鉛直 0.33 0.33 0.37 0.90 

水平 1. 00 0.98 1. 04 0.95 
防潮堤（鉄筋コンク 22. 500 

鉛直 0.33 0.33 0.37 0.90 
リート防潮壁）

水平 0.65 0.64 0.65 0.99 
（①一①断面） 11. 350 -・・・・・・・・・・・・・ 

鉛直 0.33 0.33 0.37 0.90 

水平 0.41 0.40 0.65 0.62 
2. 700 

鉛直 0.33 0. 33 0.37 0.90 

表 3.4.1-5 ①一①断面のZPAの比較結果（地盤ケース⑥Ss-31 (H+, V+)) 

最大応答加速度 (X9.8m/sり

⑥S s-3 1 
(I) 

(II) 比率
評価断面 EL. (m) 方向 ⑥S s-3 1 

(H+, V+) 設備評価用 (I/II) 

（既工認）
(H+, V+) 

（既工認）
（影響検討）

水平 1. 01 1. 00 1. 04 0.97 
23.550 

鉛直 0. 14 0. 14 0. 37 0. 38 

水平 1. 01 1. 00 1. 04 0.97 
防潮堤（鉄筋コン 22.500 

鉛直 0. 14 0. 14 0.37 0. 38 
クリート防潮壁）

水平 0.59 0.59 0.65 0.91 
（①一①断面） 11. 350 ●● ●・・・・・・・・・・・・・・・・-

鉛直 0. 13 0. 14 0. 37 0.38 

水平 0.36 0.36 0.65 0.56 
2. 700 ..~ -. ・ -・ 

鉛直 0. 13 0. 13 0.37 0.36 
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表 3.4.1-6 ②一②断面のZPAの比較結果

最大応答加速度 (X9.8m/sり

(I) (II) 
⑤Ss-3 1 ④S s-3 1 

④S s-3 1 設備 比率
評価断面 EL. (m) 方向 (H-, V+) (H-, V+) 

(H-, V+) 評価用 (1/11) 
（既工認） （既工認）

（影響検討） （既工
【非液状化】 【液状化】

【液状化】 認）

水平 0.32 0.28 0.34 1. 04 0. 33 

23. 550 ．．．．．．．會．．．．．．．．．．．．．．．＂．．．．．．．．

鉛直 0. 11 0. 11 0. 11 0.37 0. 30 

防潮堤（鉄
水平 0.32 0.28 0.34 1. 04 0. 33 

筋コンクリ 22.500 .............................................. 

ート防潮 鉛直 0. 11 0. 11 0. 11 0.37 0. 30 

壁） 水平 0.31 0.28 0.33 0.65 0. 51 

（②一②断 11. 350 
.........._............................ 

面）
鉛直 0. 11 0. 11 0. 11 0.37 0.30 

水平 0.30 0.27 0. 32 0.65 0. 50 

2. 700 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．ー．．．．．．．．．

鉛直 0. 11 0. 11 0. 11 0.37 0. 30 
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3.4.2 ③ー③断面及び④一④断面に対する影響検討結果

(1) ケース選定結果

設備の耐震評価における影響検討ケースの選定手順を以下に，選定結果を表 3.4.2-1に，

影響検討ケースの選定Jレートを図 3.4.2-1に示す。影響検討ケース選定の詳細については

（参考2) に示す。

a. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動について応答加速度を抽出した地盤ケー

ス⑤ （設備評価の基本ケース）に対して，既エ認時の応答加速度が最大となった 1波を選定

する。

b. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース④～⑥の全ケースを実施することを基本とする。

③一③断面及び④一④断面に新たに設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであ

り，薬液注入は解析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，既エ

認時の地盤ケース⑤，⑥と同条件となる。よって，地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象外と

し，地盤ケース④に対して影響検討を実施する。

C. 追加地盤改良体（セメント改良）の影響確認

③―③断面及び④一④断面については，追加地盤改良体（セメント改良）の影響がないた

め， Ss-D1 (H+, V+) によるモデル変更前後の応答の傾向確認は実施しない。

表 3.4.2-1 影響検討ケースの選定結果 （構内排水路逆流防止設備）

施設 防潮堤 （鉄筋コンクリート防潮堤）

断面 ③一③断面 ④一④断面

追加 セメント系
地盤
改良 薬液注入 ． ． 
地 ④ 

【最厳】 【最厳】

盤
Ss-21 Ss-D1 (H-, V+) 

ヶ
⑤ 追加地盤改良体は”藁液注入” 追加地盤改良体は”藁液注入”

I のみであり．既工認時の のみであり．既工認時の
ス 地盤ケース⑤ ⑥と同条件となる 地盤ケース⑤，⑥と同条件となる
※1 

⑥ ことから影響檎討対象外とする。 ことから影響検討対彙外とする。

【注記】 ※1 ④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させる ことを仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋l(J）して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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START 

地
震
動

既工認時の地磐ケース⑤で設備評価ヘ
の影響が顕著な地震動を選定

I""—-----------------------------------------------i影響検討の地盤ケースについては全ケース実施することを基本とする。 ！ 
| 【基本方針】 ！ 
＇ 追加地盤改良体による周辺地盤の剛性が高くなり，応答加速度の上昇が明らかであることから，地盤ケース 1 
＇④～⑥の全ケースにて確認することを基本とする。 1 

., __________..-------------------------------------’ 

地
盤
ケ
—
スI 

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース④～⑥を選定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース④～⑥の全
ケースを影響検討ケースとして選定する。

地盤ケース④を選定

【選定根拠】
薬液注入については解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤ ⑥は対象外とし，地盤ケース
④のみを影響検討ケースとして選定する。

（確認波）

⑤ss-D 1 (H+, V+)を選定

【選定根拠】
追加地盤改良体 （セメント改良）による応
答の傾向確認のため，確認ケースを 1ケース
実施する。
地盤ケースは設備評価の基本ケースである
地盤ケース⑤を選定する。
全ての周期帯で比較的大きい加速度を示す
Ss-D1 (H+, V+)を選定する。

図3.4.2-1 設備評価の影響検討ケースの選定ルート 防潮堤 （鉄筋コ ンク リート防潮壁）

（③一③断面及び④一④断面）

3-31 

98 



(2) 影響検討方法

③一③断面及び④一④断面の影響検討対象設備である構内排水路逆流防止設備 (5,6)は，

既工認時において閉門時に固有周期が 0.05s以下であるため，基準床レベル (EL.1. Sm)の最

大応答加速度 (ZPA) を条件として適用している。一方，開門時には水平方向のみ固有周

期が 1.24sであるため，基準床レベル (EL.1. Sm)の床応答曲線 (FRS)を条件として適用

している。このため，地盤ケース④の影響検討モデルによる最大応答加速度 (ZPA)及び

床応答曲線 (FRS) と既工認時の最大応答加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS) と

を比較し影響有無を確認する。さらに，追加地盤改良体（薬液注入）により地盤ケース④は

豊浦標準砂物性から原地盤物性相当に置き換わることから，地盤ケース⑤の条件に近づくと

考えられるため，既エ認時の地盤ケース⑤についても比較対象とする。

また，既エ認の耐震評価に適用している設備評価用ZPA及びFRSは，地震応答解析で

得られた応答加速度に対して，既工認の添付書類「V-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」

に基づき余裕を確保した条件で設定している。このため，設備評価用と影響検討ケースのZ

PA及びFRSを比較して大小関係を確認し，耐震評価への影響有無を確認する。

(3) 検討結果

表 3.4.2-2に③一③断面のZPAの比較結果を，表 3.4.2-3に④一④断面のZPAの比較

結果を示す。また，図 3.4.2-2に③一③断面のFRSの比較結果を，図 3.4.2-3に④一④断面

のFRSの比較結果を示す。

比較した結果，影響検討モデルによる ZPAは，既エ認時と比較して若干増減することを確

認した。また，影響検討モデルによる FRSは，既工認時と比較して増加し，地盤ケース⑤に

近づく傾向があることを確認した。さらに，設備評価用ZPA及びFRSに対して十分な余裕

があることを確認した。

したがって，追加地盤改良体（薬液注入）を考慮した場合でも，構内排水路逆流防止設備

(5, 6)への耐震性に影響はない。
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表 3.4.2-2 ③ー③断面のZPAの比較結果

最大応答加速度 (X9.8m/sり

(II) (I) 
比率⑤S s-2 1 ④S s-2 1 

④S s-2 1 設備
(I/II) 

評価断面 EL. (m) 方向
（既工認） （既工認）

（影響検肘） 評価用
【非液状化】 【液状化】

【液状化】 （既工認）
， 

0.32 0. 72 0.40 0.29 ： 水平 0. 35 
： 

防潮堤（鉄筋コ
’←・ • ●今•

ンクリート防
1.800 

潮壁）

（③一③断面）
鉛直 0. 30 0.31 0.29 0. 76 0.39 

i 

表 3.4.2-3 ④一④断面のZPAの比較結果

最大応答加速度 (X9.8m/sり
： 

(I) 
⑤Ss-D 1 ④Ss-D 1 

④Ss-D 1 (II) 
(H-, V (H-, v 比率

評価断面 EL. (m) 方向 (H-, V 設備
＋） ＋） (1/11) 

＋） 評価用
（既工認） （既工認）

（影響検討） （既工認）
【非液状化】 【液状化】

【液状化】

水平 0.46 0.34 0.41 0. 72 0.57 

防潮堤（鉄筋コ

ンクリート防
1.800 

潮壁）

（④一④断面）
鉛直 0.45 0.43 0.45 0. 76 0.60 

． 
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7.0 

6.0 

5.0 

4.0 

料--ヘ

と←・yさ

3.0 

2.0 

1.0 

0.0 
0.0 1. 0 

一 設備評価用FRS

—⑤Ss-21 （既「認） 【非液状化 】

—④Ss-21 （既［：認） 【 液状化 】

―-・④Ss-21（影器検討） 【液状化】

設備評価川FRSに対して超過範囲なし

2.0 3.0 4.0 
同行周期(s)

5.0 

図 3.4.2-2 ③一③断面のFRSの比較結果（水平方向 EL. 1. 800m h=l. 0%) 

10.0 

9.0 

8.0 

7.0 

6.0 

迅 5.0 
9て’ヽイヘヤ→＇ 

4.0 

3.0 

2.0 

1.0 

0.0 
0.0 1.0 

一 設備評価用FRS

—⑤Ss-D1 ー＋（既 l 認） 【非液状化】

—④Ss-D l —＋（既 l ：認） 【液状化 】

----— ④Ss-Dl —＋（影蓉検討） 【液状化 】

設備評価用FRSに対して超過範囲なし

2.0 3.0 4.0 
固有周期(s)

5.0 

図 3.4.2-3 ④ー④断面のFRSの比較結果（水平方向 EL.1.800m h=l.0%) 

3-34 

101 



4. 屋外二重管に対する影響検討
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4. 1 影響検討断面の選定

影響検討断面は，既工認時の代表断面のうち，解析モデルに追加地盤改良体が設置される断

面を対象とする。追加地盤改良体と施設の位置関係を図 4.1-1及び図 4.1-2に示す。なお，図

4. 1-2に示す斜線部の既実施地盤改良体については，既工認時の解析モデルに反映済みであ

る。

以上より，検討対象断面内に追加地盤改良体が設置されるB-B断面を選定する。

A-A断面については，追加地盤改良体の範囲外であることから，影響検討の対象とならな

し‘

図4.1-1 屋外二重管及び地盤改良体の平面位置
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屋外二重管本体

畑
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仁コ ：既実施地盤改良体 （薬液注バ ー：追加地盤改良体 （薬液注入）
図4.1-2(2) 屋外二重管及び地盤改良体の断面位置 (B-B断面）
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4.2 評価条件及び評価内容

評価条件及び評価内容については，既工認の添付書類「V-2-2-8 屋外二重管の地震応答計

算書」及び添付書類「V-2-2-9 屋外二重管の耐震性についての計算書」を踏襲するものとす

る。

影響検討用の解析モデルについては既実施地盤改良体（薬液注入）及び追加地盤改良体（薬

液注入）を反映する。

地盤改良体の物性値については，添付書類「VI-2-1-3(2) 地盤の支持性能に係る基本方

針」を引用する。

図4.2-1に示す影響検討実施断面について，既実施地盤改良体（薬液注入）及び追加地盤改

良体（薬液注入）の反映前後の解析モデルを図 4.2-2に示す。

図4.2-1 影響検討実施断面位置図

4-5 

106 



旦2+6.7Ill ： 

＼半無限地盤上の粘性境界
150.000m 

（変更前）

眩 ：既実施及び追加地盤改良体（薬液注入）

＼半無限地盤上の粘性境界
150. OOOm 

（変更後）

図4.2-2 解析モデル図 (B-B断面）
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4. 3 施設に対する影響検討結果

4.3. 1 ケース選定結果

施設の耐震評価における影響検討ケースの選定手順を以下に，選定結果を表4.3-1に，影

響検討ケースの選定ルートを図 4.3-1に示す。影響検討ケース選定の詳細については（参考

2) に示す。

a. 評価グループの設定

屋外二重管は，鋼部材（鋼製桁，鋼管杭），地盤改良体及び管体で構成された構造物である。

各部材のうち，主要構造部材である鋼部材に着目して影響検討ケースを 1ケース選定する。

b. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動に対して照査を実施した地盤ケース① （施

設評価の基本ケース）に対して，既工認時の照査結果が評価グループごとで最大となった 1波

を選定する。

C. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース①～⑥の中から 1ケース選定することを基本とする。

屋外二重管 (B-B断面）に設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであり，薬液注

入は解析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，地盤ケース⑤，⑥

は影響検討対象外とし，地盤ケース①～④の中から 1ケース選定する。
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表4.3-1 影響検討ケースの選定結果

施設 屋外二重管

断面 B-B断面

追加 セメント系
地盤
改良 薬液注入 1 ． 

① 

② 

: I―③ 
ヶ

よ ④ I 
【鋼部材（鋼製桁，鋼管杭）】
Ss-12 

⑤ 

⑥ 

【注記】 ※1 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) した解析ケース
③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース
④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させる

ことを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮 (+1a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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既工認時の地盤ケース①で照査値が最
大となる地震動を選定※

※評価グループごとに選定

材料による応答特性の違いや評価
方法の違い等により分類した『評価
グループ』を設定する。

--------------------------------------------------------------------

...—--------J--------------------------------------1影響検討の地盤ケースについては，全ケースの中から 1ケース選定することを基本とする。 ’ 
’ ’  | 【基本方針】 ！ 
全ての地盤ケースの中から影響が顕著に表れる地盤ケースにて影響程度の確認を行うため，地盤ケース①～ ＇ i ⑥の全ケースの中から既工認時に最大照査値が発生した 1ケースを選定することを基本とする。 1 

贔------------------------------------------------’ 
地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース(i)~⑥から 1ケースを選定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース①～⑥の全
ケースから影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

地盤ケース(i)~④から 1ケースを選定

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
①～④から影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

図4.3-1 施設評価の影響検討ケースの選定ルート 屋外二重管 (B-B断面）
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4. 3.2 影響程度の確認結果

(1) 構造部材の健全性に対する評価結果

構造部材の健全性に対する評価結果の比較を表 4.3-2及び表 4.3-3に，変更前後の照査値

の最厳箇所を図 4.3-2に示す。また，各評価項目の最大比率を赤字で示す。

評価の結果，照査値が小さい部材を除くと最大比率が全て1.00以下と既工認時よりも小

さくなることを確認した。

表 4.3-2 鋼製桁及び鋼管杭の曲げ軸力に対する評価結果比較 (B-B断面）

照査値 （os/o sa) ※ 比率
影響検討ケース 評価位置

！ ! （後／前）変更前 変更後

鋼製桁 0. 03 0. 03 1. 00 

④S s- 1 2 鋼管杭（左） 0. 62 
， 

0. 34 0. 55 

鋼管杭（右） 0. 71 0. 50 0. 71 

※ as :発生曲げ引張応力度 a sa :短期許容引張応力度

表 4.3-3 鋼製桁及び鋼管杭のせん断力に対する評価結果比較 (B-B断面）

照査値（て SIてsa) ※ 比率
影響検討ケース 評価位置

変更前 （後／前）変更後

鋼製桁 0.02 l l 0. 03 1. 50 

④S s- 1 2 鋼管杭（左） 0.21 ： 0. 17 0.81 

鋼管杭（右） 0. 17 I 0. 15 0. 89 

※て s:発生せん断応力度 てsa:短期許容せん断応力度

（曲げ軸力） （せん断力）

図4.3-2 変更前後の照査値の最厳箇所
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(2) 改良地盤の安定性に対する評価結果

改良地盤の安定性に対する評価結果の比較を表4.3-4及び表 4.3-5に示す。また，各評価

項目の最大比率を赤字で示す。

評価の結果，既工認当時に比べて，全ての比率が1.00を下回ることを確認した。

表 4.3-4 地盤改良体①の圧縮応力に対する局所安全係数比較 (B-B断面）

影響検討ケース

④S s- 1 2 

1 1 局所安全係数（圧縮応力） I 比率
評価位置

地盤改良体①

変更前

9.86 

変更後

10.00 

（前／後）
9,  

0.99 

表 4.3-5 地盤改良体①のせん断応力に対する局所安全係数比較 (B-B断面）

影響検討ケース

④S s -1 2 

評価位置

地盤改良体①

地盤改良体 （セメント改良）

（地盤改良体 （既設））

局所安全係数（せん断応力） 比率

変更前 変更後 （前／後）

7. 35 7. 81 0.95 

Eコ ：評価位置

鋼管杭
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(3) 屋外二重管下の地盤改良体①の支持性能に対する評価結果

屋外二重管下の地盤改良体①の支持性能に対する評価結果の比較を表4.3-6に示す。ま

た，各評価項目の最大比率を赤字で示す。

評価の結果，既工認当時に比べて，全ての比率が1.00を下回ることを確認した。

表4.3-6 屋外二重管下の地盤改良体①の支持性能に対する評価結果比較 (B-B断面）

最大接地圧 [kN/m汀 比率
影響検討ケース 評価位置

変更前 ！ 変更後 （後／前）
i 

cf> 1800（左） 119 107 0.90 
④S s-1 2 

cp 2000（左） 151 130 0.87 

※極限支持力度： 1775kN/m2 

(4) 基礎地盤の支持性能に対する評価結果

基礎地盤の支持性能に対する評価結果の比較を表 4.3-7に示す。また，各評価項目の最大

比率を赤字で示す。

評価の結果，最大接地圧の上昇が見られるが，最大比率は1.14と，既工認時と概ね同等

の結果となることを確認した。

表4.3-7 基礎地盤の支持性能に対する評価結果比較 (B-B断面）

最大接地圧 [kN/rn門 比率
影響検討ケース 評価位置

変更前

鋼管杭（左） 1230 
④S s-1 2 

鋼管杭（右） 1595 

※極限支持力度 ：5810kN/m2 

地盤改良体 （セメント改良）

／ （地盤改良体① （新設））
屋外二重管本体

• ̀ ’̂凡＞

地盤改良体 （セメン ト改良）

（地盤改良体 （既設））

4-12 

i 
変更後 （後／前）

1397 1. 14 
i 

i 
！ 
1687 1. 06 

※評価位置

ー ：屋外二重管下の地盤改良体①

ー ：基礎地盤
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4. 3.3 最大値の検討

「4.3.2 影響程度の確認結果」より算出した最大比率が 1を超える（既工認を上回る）

評価項目について，既工認時の最大値（照査値や接地圧等）に最大比率を乗じた「影響検討

の最大値」が所定の許容限界を下回ることを確認する。

最大値の検討結果を表4.3-8に示す。

評価の結果，全ての影響検討の最大値が所定の許容限界を下回ることを確認した。

最大値の検討における検討フローを図 4.3-3に再掲する。

START 

既工認時の最大値

発生ケぅ：竺竺＿」 影響程度の確認

~----------「

最大照査値等の算定
（＝最大比率x既工認時最大照査値等）

END 

図4.3-3 最大値の検討における検討フロー（再掲）
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4.4 設備に対する影響検討結果

(1) ケース選定結果

設備の耐震評価における影響検討ケースの選定手順を以下に，選定結果を表4.4-1に，影

響検討ケースの選定Jレートを図 4.4-1に示す。影響検討ケース選定の詳細については（参考

2) に示す。

a. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動について応答加速度を抽出した地盤ケー

ス⑤ （設備評価の基本ケース）に対して，既工認時の応答加速度が最大となった 1波を選定

する。

b. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース④～⑥の全ケースを実施することを基本とする。

B-B断面に新たに設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであり，薬液注入は解

析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，既工認時の地盤ケース

⑤，⑥と同条件となる。よって，地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象外とし，地盤ケース④に

対して影響検討を実施する。

C. 追加地盤改良体（セメント改良）の影響確認

屋外二重管については，追加地盤改良体（セメント改良）の影響がないため， Ss-D 1 

(H+, V+)によるモデル変更前後の応答の傾向確認は実施しない。

表4.4-1 影響検討ケースの選定結果

施設 屋外二重管

断面 B-B断面

追加 セメント系
地盤

改良 薬液注入 ． 
地 ④ 

【最厳】

Ss-22 
盤 , --, 

追加地一盤改良体は”藁液注―入” ← • ケ
⑤ I のみであり．既工認時の

ス 地盤ケース⑤．⑥
※1 

⑥ と同条件となることから
影響検討対彙外とする。

【注記】 ※1 ④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させること

を仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥： 地盤物性のばらつきを考盛 (+1 a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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地
震
動
―

―

―

 

一ー

1
1
1
1
1
1
,
-

-------------------------------------------------, 
I 
I 

＇ ＇ I 
＇ 

-------------------------------------------------」

既工認時の地磐ケース⑤で設備評価ヘ
の影響が顧著な地震動を選定

『-------------------------------------------------i影響検討の地盤ケースについては，全ケース実施することを基本とする。 i 

| 【基本方針】 i 
＇ 追加地盤改良体による周辺地盤の剛性が高くなり ，応答加速度の上昇が明らかであることから，地盤ケース ＇ 
＇④～⑥の全ケースにて確認することを基本とする。 1 

L------------------------------------------------1 

地
盤
ケ
—
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース④～⑥を選定

【選定根拠】

基本方針の通り，地盤ケース④～⑥の全
ケースを影誓検討ケースとして選定する。

地盤ケース④を選定

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤ ⑥は対象外とし，地盤ケース
④のみを影響検討ケースとして選定する。

（確認波）

⑤S s-D 1 厚 V+)を選定

【選定根拠】
追加地盤改良体 （セメント改良）による応
答の傾向確認のため，確認ケースを 1ケース
実施する。
地盤ケースは設備評価の基本ケースである
地盤ケース⑤を選定する。
全ての周期帯で比較的大きい加速度を示す
Ss-D1 (H+, V+)を選定する。

図4.4-1 設備評価の影響検討ケースの選定Jレート 屋外二重管 (B-B断面）
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(2) 影響検討方法

「1.3. 3 影響検討方針」 (2)に示すとおり，地盤ケース④の影響検討モデルによる最大応答

加速度 (ZPA)及び床応答曲線 (FRS)と既工認時の最大応答加速度 (ZPA)及び床応

答曲線 (FRS)とを比較し影響有無を確認する。また，追加地盤改良体（薬液注入）により

地盤ケース④は豊浦標準砂物性から原地盤物性相当に置き換わることから，地盤ケース⑤の

条件に近づくと考えられるため，既エ認時の地盤ケース⑤についても比較対象とする。また，

既工認の耐震評価に適用している設備評価用ZPA及びFRSは，地震応答解析で得られた

応答加速度に対して，既工認の添付書類「V-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき

余裕を確保した条件で設定している。このため，設備評価用と影響検討ケースのZPA及びF

RSを比較して大小関係を確認し，耐震評価への影響有無を確認する。

(3) 検討結果

表4.4-2にZPAの比較結果を，図 4.4-2及び図 4.4-3にFRSの比較結果を示す。

比較した結果，影響検討モデルによる ZPAは，既工認時と比較して若干増減することを確

認した。また，影響検討モデルによるFRSは，水平方向においては既エ認時と比較して増加

し，地盤ケース⑤に近づく傾向があることを確認した。一方，鉛直方向においては大差がない

ことを確認した。さらに，設備評価用ZPA及びFRSに対して十分な余裕があることを確認

した。したがって，追加地盤改良体（薬液注入）を考慮した場合でも，「1.2 影響検討対象施

設・設備の抽出」に示す影響検討対象となる設備への耐震性に影響はない。
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表 4.4-2 Z PAの比較結果

最大応答加速度 (X9.8m/sり

(I) (II) 
⑤S s-2 2 ④S s-2 2 比率

評価断面 EL. (m) 方向 ④S s-2 2 設備
（既工認） （既工認） (I/II) 

【非液状化】 【液状化】
（影響検討） 評価用

【液状化】 （既工認）

(ct> 1800mm) 
； 

， ； 

水平 0.49 0. 39 0. 50 0. 67 0. 75 
3. 375 ， i 

2.475 
屋外二重管

1. 575 
鉛直 1. 44 1. 30 1. 09 1. 44 0. 76 

(B-B断面）

（杭基礎部 1)
(<I> 2000mm) 

水平
； 

i 0. 51 ： 0. 37 ； 0.42 0. 80 0. 53 
3.475 ； 

・・・・・・・・・・-・・・・・・・・・-

2.475 
鉛直 1. 39 1. 02 1. 11 1. 49 0. 75 

1. 475 

6.0 
一 設備評価用FR

＿ ⑤ss-22（既 I：認） 【非液状化】

—④Ss-22 （既 I ：認） 【 液状化 】
5.0 I ＼ |--―④Ss-22（影蓉検討） 【液状化】

設備評価用FRSに対して超過範囲なし

4.0 

:;::---. メ 3.0 

-̀=·~‘^ _・V :. 

2.0 

八I 
八 •一'ヽ， —, ・, 

1.0 

0.0 
0. 0 0. 1 0. 2 0. 3 0. 4 0. 5 0. 6 0. 7 0. 8 0. 9 1. 0 

固有周期(s)

図 4.4-2 FR  Sの比較結果（水平方向 h=2. 0%) 
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14.0 

12.0 

10.0 

8.0 

送

とヽヘ・: 6. 0 

4.0 

2.0 

0.0 

一 設備評価用FRS

—⑤Ss-22 （既 l認） 【非液状化 】
—④Ss-22 （既 l認） 【液状化 】

--—④Ss-22 （影稗検討） 【液状化】

設備評価fflFRSに対して超過範囲なし

0. 0 0. 1 0. 2 0. 3 0. 4 0. 5 0. 6 0. 7 0. 0. 9 l. 0 
固布周期(s)

図4.4-3 FR  Sの比較結果（鉛直方向 h=2. 0%) 
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5. 貯留堰に対する影響検討
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5. 1 影響検討断面の選定

影響検討断面は，既エ認時の代表断面のうち，解析モデルに追加地盤改良体が設置される断

面を対象とする。追加地盤改良体と施設の位置関係を図 5.1-1及び図 5.1-2に示す。また，貯

留堰の構造図を図 5.1-3に示す。なお，図 5.1-2に示す斜線部の既実施地盤改良体について

は，既エ認時の解析モデルに反映済である。

以上より，検討対象断面内に追加地盤改良体が設置される EW-1断面を影響検討断面とし

て選定する。また， EW-2断面については，検討対象断面内に追加地盤改良体は含まれない

が，断面の北方向において薬液注入による地盤改良範囲が拡大し，地盤状況に変化が生じてい

る。このため，追加地盤改良体が既実施地盤改良体と連続する地盤状況を踏まえ，既エ認では

考慮していない既実施地盤改良体を解析モデルに反映し，影響検討の対象とする。

NS-1断面については，追加地盤改良体の範囲外であることから既工認と同様の解析条件

のため，本影響検討断面から除外する。 NS-1断面にて評価している土留鋼管矢板について

は，追加地盤改良体による影響がないことから，影響検討の対象とならない。

図5.1-1 貯留堰及び地盤改良体の平面位置
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s 
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貯留堰 ~ 2000mm 

ー，，↓’’ ←

Km 

Km 

Km 

※鋼製防護壁の構造変更に伴う追加地盤改良体の影響はない。

w 

T. P. (m) 

10. 0 

0.0 

-10. 0 

-20.0 

-30. 0 

-40.0 

-50.0 

-60. 0 

-70. 0 

-80.0 

図5.1-2 (1) 貯留堰及び地盤改良体の断面位置 (NS-1断面）

Km 

防潮堤

（鋼製防護壁）
範囲※

|―- -1タイ材

Km 

※隣接構造物による相互作用の影響については，既工認と同様，考慮しない。

ー ：追加地盤改良体（セメント改良） 仁二］ ：既実施地盤改良体 （薬液注入）

図5.1-2 (2) 貯留堰及び地盤改良体の断面位置 (EW-1断面）
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-70.0 

-80.0 

防潮堤

（鋼製防獲壁）
範囲※

I―- -|タイ材

貯留堰取付護岸

Ar 

Km 

※隣接構造物による相互作用の影響については，既エ認と同様，考慮しない。

仁コ ：既実施改良地盤 （薬液注入）

E 

T. P. (m) 

10.0 

0.0 

-10.0 

-20.0 

Ac 
-30 0 

-40.0 

-50.0 

-60.0 

Km I 
-70 0 

-80 0 

図5.1-2 (3) 貯留堰及び地盤改良体の断面位置 (EW-2断面）

、n~ J
（位置図）

【貯留堰】

紫色 ：貯留堰銅管矢板

【護岸接続部】
藩石ゴ止示ヨー------7
I橙色 ・止水ゴム取付部鋼材 I 

＇ 色 ：防護材及び防護材取付部錮材
----------_J 

カーテンウ ール

図5.1-3 貯留堰及び貯留堰取付護岸の構造図（平面図） A部

5-4 

124 



5.2 評価条件及び評価内容

評価条件及び評価内容については，既エ認の添付書類「V-2-10-4-4-1 貯留堰の耐震性に

ついての計算書」を踏襲するものとする。

影響検討用の解析モデルについては既実施地盤改良体（薬液注入）を反映する。ただし，

「隣接構造物をモデル化しない方針であること」及び「施設から離れた追加地盤改良体（セメ

ント改良）の当該施設・設備に与える影響が軽微であると判断できること」から防潮堤（鋼製

防護壁）を挟んで設置される追加地盤改良体（セメント改良）はモデル化しない。また，モデ

ル化しない隣接構造物及び追加地盤改良体（セメント改良）部分については地盤改良体（薬液

注入）にてモデル化する。

地盤改良体の物性値については，添付書類「VI-2-1-3(2) 地盤の支持性能に係る基本方

針」を引用する。

図5.2-1に示す影響検討実施断面について，既実施地盤改良体（薬液注入）及び追加地盤改

良体（薬液注入）の反映前後の解析モデルを図 5.2-2に示す。

図5.2-1 影響検討実施断面位置図
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（変更後）

図 5.2-2 (1) 解析モデル図 (EW-1断面）
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図5.2-2 (2) 解析モデル図 (EW-2断面）
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5.3 施設に対する影響検討結果

5.3. 1 ケース選定結果

施設の耐震評価における影響検討ケースの選定手順を以下に，選定結果を表 5.3-1に，影

響検討ケースの選定ルートを図 5.3-1に示す。影響検討ケース選定の詳細については（参考

2) に示す。

a. 評価グループの設定

貯留堰及び貯留堰取付護岸は，鋼部材（鋼管杭や鋼矢板等）及び止水ゴムで構成された構造

物である。各部材のうち，主要構造部材である鋼部材に着目して影響検討ケースを 1ケース選

定する。

b. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動に対して照査を実施した地盤ケース① （施

設評価の基本ケース）に対して，既工認時の照査結果が評価グループごとで最大となった 1波

を選定する。

C. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース①～⑥の中から 1ケース選定することを基本とする。

貯留堰 (EW-2断面）及び貯留堰取付護岸 (EW-1断面）に設置される追加地盤改良体

は「薬液注入」のみであり，薬液注入は解析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取

り扱うことから，地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象外とし，地盤ケース①～④の中から 1ケー

ス選定する。
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表 5.3-1 影響検討ケースの選定結果

施設 貯留堰 （貯留堰取付護岸を含む）

断面 EW-1断面 EW-2断面

追加 セメント系
地盤
改良 薬液注入 ． ． 

① 

② 

地
盤 ③ 

【銅部材 （貯留堰取付護岸）】

ケ Ss-01 (H-, V-) 
ー----疇• -

I 【鋼部材 （貯留堰）】
ス ④ 

Ss-D1 (H+, V+) 
※1 

⑤ —追- 加-地盤改良体は”藁液注入” 9こ地と：百から影西響檎体は”藁液注入”のみであり．既工認時の ．既工認時の
地盤ケース⑤，⑥と同条件となる ⑥と同条件となる

⑥ ことから影響検討対象外とする。 討対亀外とする。

【注記】 ※1 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) した解析ケース
③ ：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース
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既工認時の地盤ケース①で照査値が最
大となる地震動を渭定※

※評価グループごとに選定

材料による応答特性の違いや評価
方法の違い等により分類した『評価
グループ』を設定する。

------------------J――-----------------------------------------------

r-------------------------------------------------1影響検討の地盤ケースについては，全ケースの中から 1ケース選定することを基本とする。 ’ 
’ ’  | 【基本方針】 i ＇ 全ての地盤ケースの中から影響が顕著に表れる地盤ケースにて影響程度の確認を行うため，地盤ケース①～ ＇ 
'⑥の全ケースの中から既工認時に最大照査値が発生した 1ケースを選定することを基本とする。 1 ., ________________________________________________, 

地
盤
ケ
—
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース①～⑥から 1ケースを選定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース①～⑥の全
ケースから影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

地盤ケース①～④から 1ケースを選定

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，

地盤ケース⑤ ⑥は対象外とし，地盤ケース
①～④から影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

図5.3-1 施設評価の影響検討ケースの選定ルート 貯留堰 (EW-1断面及びEW-2断面）
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5. 3.2 影響程度の確認結果

5. 3. 2. 1 貯留堰

(1) 構造部材の健全性に対する評価結果

構造部材の健全性に対する評価結果の比較を表 5.3-2及び表 5.3-3に，変更前後の照査値

の最厳箇所を図 5.3-2に示す。また，各評価項目の最大比率を赤字で示す。

“止水ゴム取付部鋼材”並びに“防護材及び防護材取付部鋼材”は汀線方向断面に対す

る評価であるため，汀線方向断面であるNS-1断面の結果を用いている。よって， ”止水

ゴム取付部鋼材”並びに”防護材及び防護材取付部鋼材”の評価については，今回の影響検討

では検討対象外とする。

評価の結果，既工認当時に比べて，全ての比率が1.00を下回ることを確認した。

表 5.3-2 貯留堰鋼管矢板の曲げ軸力に対する評価結果比較 (EW-2断面）

影響検討ケース

④S8-Dl (H+, V+) 

※ as :発生曲げ軸応力度

貯留堰鋼管矢板

゜
-10 

-20 

～ ^ 、E一
-30 

胚

-40 

-50 

約

-40000 -20000 

゜

評価位置
照査値（ os/o sa)※ 

変更前 ！ 変更後

鋼管矢板 1 °.77 0. 68 

a sa :短期許容曲げ応力度

＿ 変更後 貯留堰綱管矢板

一 変更前

゜
-lO 

Ac 
-20 

； ＾ ご← E -30 

-40 

-50 
Km 

-60 
20000 40000 -4000 -2000 

゜曲げモーメント (kN •m1本） 軸力

図5.3-2 (1) 変更前後の照査値の最厳箇所

5-11 

比率

（後／前）

0.89 

一 変更後

＿ 変更前

2000 4000 

1 31 



表 5.3-3 貯留堰鋼管矢板のせん断力に対する評価結果比較 (EW-2断面）

影響検討ケース
照査値（て SIてsa) ※

変更前 I 変更後

④S8-D  1 (H+, V+) 

※ぃ：発生せん断応力度

評価位置

鋼管矢板 1 °. 23 . 
てsa:短期許容せん断応力度

0. 21 

比率

（後／前）

0.92 

貯留堰銅管矢板 ＿ 変更後

＿ 変更前

゜
-10 

-20 

゜
3
 

(
E
)
・d
・l
t
;
 

-40 

-50 

-5843 「

-5、418 Km 

--60 
-10000 -5000 0 5000 10000 

せん断カ(kN/本）

図5.3-2(2) 変更前後の照査値の最厳箇所

(2) 基礎地盤の支持性能に対する評価結果

基礎地盤の支持性能に対する評価結果の比較を表 5.3-4に示す。また，各評価項目の最大

比率を赤字で示す。

評価の結果，最大比率で1.14と，既工認時と概ね同等の結果となることを確認した。

表 5.3-4 基礎地盤の支持性能に対する評価結果比較 (EW-2断面）

最大接地圧 [KNIm門 1 比率
影響検討ケース 評価位置

変更前 ・ 変更後

④S 8-D  1 (H+, V+) 

※極限支持力度： 4863kN/m2 

654 743 

（後／前）

1. 14 
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(3) 構造物の変形性に対する評価結果

構造物の変形性に対する評価（止水ゴムの引張に対する評価）については，各成分の変位

量の二乗和で合成変位量を算定する。

8x成分については， NS-1断面による変位量であり，追加地盤改良体の影響が及ばな

い断面である。よって，変位量8y及び8zに対して影響程度を確認する。影響検討モデル

及び既工認モデルの 3成分合成変位量（影響検討モデルと同ケース）を算出し，比率を算定

する。

構造物の変形性に対する評価結果の比較を表 5.3-5に示す。

評価の結果，比率は1.05と，既エ認時と概ね同等の結果となることを確認した。

表 5.3-5 構造物の変形性に対する評価結果比較（黒字：変更前 赤字 ：変更後）

③S s-D  1 
変位 (cm)

8x 8y 8 z 
(H-, V-) 

＋ + ＋ 

影響検討ケース ③S s -D  1 (H-, V-) 

6xは， NS-1断面 0. 3 25.9 0. 0 
解析値 (cm)

による変位量であり， (1. 2) (31. 8) (0. 8) 

追加地盤改良体の影響 1.0 26.0 ！ 1.0 
設計値 (cm)

， 

が及ばない断面である。 (2. 0) (32. 0) (1. 0) 

初期状態の距離 (cm) 52. 0 0.0 

35.0 53.0 26.0 
各成分の変位量 (cm)

（既工認時の値を使用） (54. 0) (32. 0) 

合成変位量 (cm) 68. 6 

((=f (0 X虹oy虹ozり）） (71. 9) 

比率 1. 05 

※変位方向の定義

南側

貯留堰 貯留堰

ロl◇ 8y(-)ュ
取付護岸

0 8y(+) 
Q 貯留堰

8x(-)0 :::板

仁］nニ

北側

貯留堰 貯留堰

ご！ 會 8y(-) 取付護岸四
0 8y(+) 

Q 貯留堰

8x(+)0 :：ー：板

仁］／＼ご

穴ロ
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王 拡大図 (1) 拡大図 (2)
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拡大図
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図5.3-3 

(EW-1断面）

各変位成分の抽出位置

f口六＼貯留堰取付護岸／：て下

．．．  •• ＼＞ 鋼矢板 1:--;.疇．．
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※Z軸は鉛直方向下方を正
初期位置をZ=Oとする。 □y 

X
 

図5.3-4 止水ゴムの初期状態
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5. 3.2.2 貯留堰取付護岸

(1) 構造部材の健全性に対する評価結果

構造部材の健全性に対する評価結果の比較を表 5.3-6及び表 5.3-7に，変更前後の照査値

の最厳箇所を図 5.3-5に示す。また，各評価項目の最大比率を赤字で示す。

評価の結果，最大比率は1.04と，既工認時と概ね同等の結果となることを確認した。

表 5.3-6 前面鋼矢板の曲げモーメントに対する評価結果比較 (EW-1断面）

照査値 (M/Mp)※ 比率
影響検討ケース 評価位置

変更前 変更後 （後／前）

③S s-D  1 前面鋼矢板 0.61 i ！ 0. 63 1. 04 

(H-, V-) 控え工鋼矢板 0.05 0. 05 1. 00 

※ M:発生曲げモーメント MP:全塑性モーメント

前面鋼矢板 ＿ 変更後

＿ 変更前

du 

゜
-5 

迂藝［ ー1 0 

-15 

ト20

控え工鋼矢板

゜
5

0

 

-

1

 

(
E
)
.
d
.
L
迂
珪

ー15

-20 

一 変更後

＿ 変更前

-25 

-1000 -500 

゜
500 1000 

曲げモーメント(kN•m/m)

~25 

-1000 -500 0 500 

曲げモーメント(kN •叫m)

1000 

図5.3-5 変更前後の照査値の最厳箇所

表 5.3-7 タイ材の引張力に対する評価結果比較 (EW-1断面）

影響検討ケース 評価位置
照査値 (T/Tus) ※ 

； 
変更前 変更後

③S5-Dl (H-, V-) 

※ T:発生引張力 Tぃ：引張強さ

0.41 0.42 

比率

（後／前）

1. 03 
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(2) 構造物の変形性に対する評価結果

構造物の変形性に対する評価（貯留堰鋼管矢板及び前面鋼矢板の接触に対する評価）結果

を表 5.3-8に示す。

貯留堰鋼管矢板及び前面鋼矢板の接触に対する評価であることから，両構造物間の相対変

位である変位量8y(+)についての比較を実施する。

評価の結果，比率は1.04と，既工認時と概ね同等の結果となることを確認した。

表 5.3-8 構造物の変形性に対する評価結果 (EW-1断面）

影響検討ケース 評価位置
o y (+) [m] 

変更前 ： 変更後

比率

（後／前）

③Ss-Dl (H-, V-) 0. 178 0. 185 1. 04 

※変位方向の定義

貯留堰取付護岸

8y(-) 8y(+) 

仁コ ご〉

前面鋼矢板
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5.3.3 最大値の検討

「5.3.2 影響程度の確認結果」より算出した最大比率が 1を超える（既工認を上回る）

評価項目について，既エ認時の最大値（照査値や接地圧等）に最大比率を乗じた「影響検討

の最大値」が所定の許容限界を下回ることを確認する。

最大値の検討結果を表 5.3-9に示す。

評価の結果，全ての影響検討の最大値が所定の許容限界を下回ることを確認した。

最大値の検討における検討フローを図 5.3-6に再掲する。

START 

既工認時の最大値

発生ケ」：竺竺＿」 影響程度の確認

~----------「

最大照査値等の算定
（＝最大比率x既工認時最大照査値等）

END 

図5.3-6 最大値の検討における検討フロー（再掲）
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6. 1 施設の耐震評価への影響

「1.3. 2 影響検討ケースの選定方針」の図「1.3-4 影響検討ケースの選定フロー（施設の

耐震評価）」に基づき選定した影響検討ケースにて，防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴う

地盤改良体が施設の耐震評価に与える影響について確認を行った。

各施設において，既エ認時の各評価項目（断面力，支持性能等）の結果に対する影響程度を

確認したところ大きな差異が見られなかった。また，影響程度の確認にて算出した比率を既工

認時の最大照査値に乗じて影響検討の最大照査値を算出したところ所定の許容限界を満足する

ことから，防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴う地盤改良体がその周辺施設の耐震評価に影

響を与えないことを確認した。

なお，比率には 1を超える（既エ認の照査値を影響検討結果が上回る）箇所がある。比率が

1を超える理由は，以下のように考えられる。

・地盤改良体を反映することで，地震時における地盤の剛性低下が抑制され，構造物の地

震時加速度に変化が生じ慣性力が増加した。

・地盤改良体を反映することで，地中部材の変形様式に変化が生じ，部材の最大照査値や

最大照査値発生箇所が変動した。

・地盤改良体が構造物の片側に広く配置されることで，地震時の応答に偏りが生じた結

果，接地圧が増加した。

6.2 設備の耐震評価への影響

「1.3. 2 影響検討ケースの選定方針」の図「1.3-5 影響検討ケースの選定フロー（設備の

耐震評価）」に基づき選定した影響検討ケースにて，防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴う地

盤改良体が設備の耐震評価に与える影響について確認を行った。

各断面において，影響検討ケースと既エ認時のZPA及びFRSを比較して，若干増減はあ

るものの，既エ認の耐震評価に適用している設備評価用ZPA及びFRSに対して下回ってい

ることから，防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更に伴う地盤改良体がその周辺設備の耐震評価に

影響を与えないことを確認した。
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防潮堤（鋼製防護壁）の周辺施設への影響に関する参考資料
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（参考 1) 既工認時の耐震評価における検討ケースについて

本資料は，既工認時の施設及び設備の耐震評価における検討ケースに関する記載を再掲するも

のである。

1.検討ケースについて

1. 1 地盤ケースについて

地盤剛性のばらつきの影響を考慮するため，原地盤におけるせん断波速度の原位置試験デ

ータの最小二乗法による回帰曲線と，その回帰係数の自由度を考慮した不偏分散に基づく標

準偏差oを用いて，せん断波速度を「回帰曲線＋la」（以下「＋1(J」という。）とする解析

ケース（地盤ケース②，⑥)及び「回帰曲線一la」（以下「一1(J」という。）とする解析ケ

ース（地盤ケース③）を設定する。

地盤の液状化強度特性は，代表性及び網羅性を踏まえた上で保守性を考慮し，原地盤の液

状化強度試験データの最小二乗法による回帰曲線と，その回帰係数の自由度を考慮した不偏

分散に基づく標準偏差oを用いて，液状化強度特性を (-1(J)にて設定することを基本と

する（地盤ケース①，②，③）。

また，構造物への地盤変位に対する保守的な配慮として，敷地に存在しない豊浦標準砂の

液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケースを設定する

（地盤ケース④）。さらに，構造物及び機器・配管系への加速度応答に対する保守的な配慮

として，地盤の非液状化の条件を仮定した解析ケースを設定する（地盤ケース⑤，⑥)。

上記の地盤剛性及び液状化強度特性の設定を組合せた解析ケース（地盤ケース①～⑥)を

実施することにより，地盤物性のばらつきの影響を網羅的に考慮する。

以上の各地盤ケースにおける液状化強度の関係を参考図 1-1に，各地盤ケースにおけるせ

ん断波強度Vsの関係を参考図 1-2に，耐震評価で実施する地盤ケースを参考図 1-3に示

す。

なお，各種物性値の設定については，平成30年 10月 18日付け原規規発第 1810181号に

て認可された工事計画の添付書類「V-2-1-3 地盤の支持性能に係る基本方針」及び補足説

明資料「地盤の支持性能について」を参照する。
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参考図 1-2 各地盤ケースにおけるせん断波強度 Vsの関係
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地震時 （構造物の耐箆評価）

ト
入点 硬

.,,.。3：，汀 ，ゎ• ILん雫汽て ： 9 9n＊け IL ・、ユ件 4• こ宅□ 冒疇
（施設の耐震評価）

地霰時 （機器 ・配竹系への加速度l，も答抽出）

飲 硬

三
（設備の耐震評価）

参考図 1-3 耐震評価で実施する地盤ケース
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1. 2 基準地震動Ssについて

基準地震動Ssについては，既エ認と同様，参考表 1-1及び参考表 1-2に示す全8波を検

討対象とする。

参考表 1-1 基準地震動Ss

基準地震動 備考

Ss-D1 応答スペクトル手法による基準地震動

Fl断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動
Ss-11 

（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点1)

Fl断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動
Ss-12 

（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 2)

Fl断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動
Ss-13 

（短周期レベルの不確かさ，破壊開始点 3)

Fl断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の同時活動
Ss-14 

（断層傾斜角の不確かさ，破壊開始点 2)

2011年東北地方太平洋沖型地震
Ss-21 

（短周期レベルの不確かさ）

2011年東北地方太平洋沖型地震
Ss-22 

(SMGA位置と短周期レベルの不確かさの重畳）

Ss-31 2004年北海道留萌支庁南部地震の検討結果に保守性を考慮した地震動

なお，基準地震動Ssのうち，特定の方向性を有しない地震動 (Ss-Dl及びSs-3 

1) については，位相を反転させた場合の影響も確認する。

断層モデル波である Ss-1 1~S s-2 2については，特定の方向性を有することか

ら，構造物の評価対象断面方向を考慮し，方位補正を行う。具体的には南北方向及び東西方

向の地震動について構造物の評価断面方向の成分を求め，各々を足し合わせることで方位補

正した地震動を設定する。
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参考表 1-2 解放基盤面における基準地震動Ssの最大加速度一覧

基準 最大加速度 (cm/sり

地震動 NS成分 EW成分 UD成分

870 560 

Ss-Dl 旦りり 旦II劇191l19
0 50 

時1間00(,) 
ISO 200 50 

時l関00(,) 
150 200 

717 619 579 

Ss-11 i.:: I佗． 旦Iヽ9 且1,
60 

時1間00(s) 
150 200 50 

時JO間O(s) 
150 200 50 

時1間00(s) 
950 290 

871 626 602 

Ss-12 

且← 且色 旦ヽ
50 

時妍s)
150 2OO 50 

吟間100(s) 
150 2OO 却

時間100(s) 
150 2OO 

903 617 599 

Ss-13 且I~ 且會 旦ら
50 叫船 150 200 切

時間100(,) 
150 200 59 

時間IOO(,) 
150 2OO 

586 482 451 

且、 旦ヽSs-14 

厄←
印

時附s)
1切 邸 初

時間100(s) 
150 200 50 

時間100(,) 
950 200 

901 887 620 

Ss-21 

厄． 目 曹＇ i: 疇．!20 

゜
90 

時1間00(,) 
I印 200 印

時1閏00(s) 
150 函

゜
a 

時1間00(s) 
150 200 

1009 874 736 

且 且Ss-22 

厄 會OO91

| 畜 I~ 

50 
時間100(s) 

150 2OO 50 
時閏1叩(s) 
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2. 耐震評価における検討ケースの組合せについて

2. 1 施設の耐震評価

施設の耐震評価においては，・全ての地震動と地盤の全検討ケースの組み合わせの中から評

価に用いる検討ケースを抽出する。以下に，評価に用いる検討ケースの抽出方法を説明す

る。

まず，基準地震動Ss全波 (8波）及びこれらに位相反転を考慮した地震動 (4波）を加

えた全12波を用いて，地盤ケース①について地震応答解析を実施し，基本ケースである検

討ケース①の各部材のせん断力及び曲げ軸力の照査値を得る。

せん断力と曲げ軸力の両者について，得られた各部材の照査値を 12の地震動ごとに比較

し，最大の照査値を示した地震動を特定する。この最大照査値が 0.5を超えた場合には，地

盤物性のばらつきを考慮して設定した地盤ケース②～⑥について特定した地震動を用いて，

検討ケース①の場合と同様に追加検討ケース②～⑥での各部材の照査値を得る。

せん断力と曲げ軸力のいずれか片方の照査値が 0.5を下回った場合には， 0.5を超えた他

方の最大照査値が得られた地震動を用いて，せん断力と曲げ軸力のいずれについても追加検

討ケース②～⑥について，各部材の照査値を得る。

せん断力と曲げ軸力のいずれについても最大照査値が 0.5を下回った場合には，せん断力

と曲げ軸力を合わせた中で最大照査値を示した地震動をひとつ特定する。この特定した地震

動を用いて，最大照査値が 0.5を超えた場合と同様に，せん断力と曲げ軸力のいずれについ

ても追加検討ケース②～⑥での各部材の照査値を得る。

上記プロセスにより，最終的な照査値が得られるが，基本ケースである検討ケース①及び

追加検討ケースの結果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因を考慮

し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，更なる追加検討ケースについて照査値

を得る。

なお，照査値0.5をしきい値として用いているが，これは照査値1.0に対して 2倍の余裕

となる 0.5を相対的に厳しい地震動の選定の目安として採用したものである。

施設の耐震評価における検討ケースの組合せを参考表 1-3に，検討ケース②～⑥の追加検

討ケースを実施する地震動の選定フローを参考図 1-4に示す。

参考 1-6

148 



参考表 1-3 施設の耐震評価における検討ケースの組合せ

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

原地盤に基 地盤物性の 地盤物性の 地盤を強制 原地盤にお 地盤物性のば

解析ケース
づく液状化 ばらつきを ばらつきを 的に液状化 いて非液状 らつきを考慮

強度特性を 考慮（＋ 1 考慮 (-1 させること 化の条件を (+ 1 a) し
（地盤ケース） 用いた解析 (J) した解 o) した解 を仮定した 仮定した解 て非液状化の

ケース（基 析ケース 析ケース 解析ケース 析ケース 条件を仮定し

本ケース） た解析ケース

原地盤のせ 原地盤のせ 原地盤のせ 敷地に存在 原地盤のせ 原地盤のせん

ん断波速度 ん断波速度 ん断波速度 しない豊浦 ん断波速度 断波速度のば

地盤剛性の設定 のばらつき のばらつき 標準砂のせ らつきを考慮

を考慮 を考慮 ん断波速度 (+1 a) 

(+ 1 O") (-1 a) 

原地盤に基 原地盤に基 原地盤に基 敷地に存在 液状化パラ 液状化パラメ

液状化強度特性
づく液状化 づく液状化 づく液状化 しない豊浦 メータを非 ータを非適用

の設定
強度特性 強度特性 強度特性 標準砂の液 適用
(-1 a) (-1 (J) (-1 (J) 状化強度特

性

(H+V+) 実施

(H+V-) 実施
Ss-D 1 l 

(H-V+) 実施 全ての基準地震動Ssに対して実施する①の解析ケー
I 

(H-V-) 実施
ス（基本ケース）において，せん断力照査及び曲げ軸地 I 

喜
Ss-1 1 実施

力照査について，各照査値が最も厳しい（許容限界に I 

Ss-1 2 実施

対する余裕が最も小さい）地震動を用い，②～⑥の追
＇ 

篇^  、一
Ss-1 3 実施

l 

Ss-1 4 実施 加検討ケースを実施する。
l 

Ss-2 1 実施
l 

Ss-2 2 実施
l 

(H+V+) 実施
Ss-3 1 

(H-V+) 実施
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三
基準地震動SS全波 (12波）を用いて

検討ケース①（基本ケース）を実施

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動を 1波選定

選定した地震動を用い，

②～⑥で

追加検討ケースを実施

以上より，基準地震動SS全波（12波）を用いた検討ケース①
（基本ケース）の結果及び②～⑥で実施した追加検討ケースの結

果において照査値が大きい傾向にあるものについて，その要因※

を考察し，さらに照査値が大きくなる可能性がある場合は，追加

検討ケースを実施

なお，検討ケース① （基本ケース）で照査値が0.5以下であっても

②～⑥の追加検討ケースにおいて照査値が著しく大きくなるもの

については同様の扱い

せん断力及び曲げ軸力照査対象

の全部材のうち

最も厳しい地震動をそれぞれ1波選定

(2波が同じ地震動となる場合がある）

※要因に対する若目点

※ せん断力の照査値＞0.5 

曲げ軸力の照査値二0.5

又は
せん断力の照査値二0.5

曲げ軸力の照査値＞0.5 

せん断力又は曲げ軸力照査対象

の全部材のうち照査値0.5を超える

照査対象となる地震動を 1波選定

敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることの仮定
大きい応力振幅及び繰返し回数が多い継続時間の長い地展動
地盤や構造物の固有振動数と地震動の卓越振動数との関係

岩盤内に埋設されている構造物

第四紀層の幅広い深度に埋設されている構造物
地上部と地中部で構成された構造物

地盤の剛性が硬いことによる影響

地盤の剛性が柔らかいことによる影響
・応答加速度による影響が大きい部位

・応答変位による影響が大きい部位

参考図 1-4 検討ケース②～⑥の追加検討ケースを実施する地震動の選定フロー
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「2.I 施設の耐震評価」における検討ケース選定の概要を以下に示す。

【施設評価における既工認時のケース選定の手順】

1. 検討ケース①による各部材の照査及び地震動の特定 ー→←ス
曲げ軸力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

基準地震動Ss全波 (8波）及びこれらに位相反転を考慮した地
H+, V+  

゜S,-D  1 
H+, V-

゜H-, V-

゜震動 (4波）を加えた全 12波を用いて， 地盤ケース①について H-, V- ◎ . 

S, 1 1 0 I'-. 

地震応答解析を実施し，基本ケースである検討ケース①の各部材 S, -1 2 

゜
検討ケース①による各

s嘉 ー 13 

゜
部材の照査を実施し，

のせん断力及び曲げ軸力の照査値を得る。 s. -1 4 

゜
地恨動を特定する。

S • -2 1 

゜S, -2 2 

゜H+, V- 口s喜 ー 31 

゜
H-, v-

2.追加検討ケース②～⑥による各部材の照査 ※

せん断力と 曲げ軸力の両者について，得られた各部材の照査値

を12の地震動ごとに比較し，最大の照査値を示した地震動を特

定する。この最大照査値が 0.5を超えた場合には，地盤物性のば

らつきを考慮して設定した地盤ケース②～⑥について特定した地

震動を用いて，検討ケース①の場合と 同様に追加検討ケース②～ ；ス 曲げ軸力照斉

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

⑥での各部材の照査値を得る。
H+, V-

゜H+, V-

゜S,-D  1 
H-, V-

゜せん断力と曲げ軸力のいずれか片方の照査値が 0.5を下回った H-, V- ◎ 

゜゚
． 
゜゚場合には， 0.5を超えた他方の最大照査値が得られた地震動を用い

s. -1 1 

゜s. -1 2 

゜追加検討ケース②～⑥て，せん断力と曲げ軸力のいずれについても追加検討ケース②～
S • -1 3 

゜S • -1 4 

゜
による各部材の照査を

s. -2 1 

゜
実施する。

⑥について，各部材の照査値を得る。 S, -2 2 

゜H+, V- 口

せん断力と曲げ軸力のいずれについても最大照査値が 0.5を下 S, -3 1 H-, V-

゜
回った場合には，せん断力と曲げ軸力を合わせた中で最大照査値

を示した地震動をひとつ特定する。この特定した地震動を用い

て，最大照査値が 0.5を超えた場合と同様に，せん断力と 曲げ軸

カのいずれについても追加検討ケース②～⑥での各部材の照査値

を得る。

3.更なる追加検討ケースの実施 ーーミス
曲げ軸力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

上記プロセスにより，最終的な照査値が得られるが，基本ケー
H+, V-

゜H+ V-

゜S、-D1
H-, V-

゜スである検討ケース①及び追加検討ケースの結果において照査値 H-, V- ◎ 

゜゚
． 
゜゚S, -l l 

゜が大きい傾向にあるものについて，その要因を考慮し，さらに照 S, -1 2 

゜査値が大きくなる可能性がある場合は，更なる追加検討ケースに 口更なる追加検討ケース Iを実施する。 l 

ついて照査値を得る。 S.-2 2 て 、 I,

H+, Vー ロ ． 
S,-3 I H-, v- 0 

※基本的な考え方は上記のとおりだが，検討ケース①における最大照査値を示す地震動の特定（上表の 1.)については

施設ごとに以下の特徴がある。

•取水構造物の曲げ照査については，最大照査値が 0. 5を下回るため，基本方針ではせん断の最大照査値を示す地震

動が特定されるが，設計における保守側の配慮として， 0.5を下回るものの，曲げ照査についての最大照査値を示し

た地展動を特定し、追加検討ケース②～⑥について各部材の照査値を得ている。

・防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）については，詳細設計の進捗に応じて地中連続壁基礎の配筋を変更した経緯が

あり，この配筋変更により検討ケース①における最大照査値を示す地震動が変更になった。本来であれば配筋変更

後の追加検討ケース②～⑥のみを掲載すればよいが，旧配筋において選ばれた検討ケース①における最大照査値を

示す地窟動に対応する追加検討ケース②～⑥も参考として掲載している。
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2.2 設備の耐震評価

設備の耐震評価のうち，機器・配管系の耐震評価に用いる加速度応答の算定について説明

する。

まず，基準地震動Ss全波 (8波）及びこれらに位相反転を考慮した地震動 (4波）を加

えた全12波を用い，機器・配管系の基本ケースである地盤ケース⑤について，施設の地震

応答解析を実施し，検討ケース⑤の加速度応答を算定する。

検討ケース⑤において機器・配管系の固有振動数帯で加速度応答が最も大きくなる地震動

（主要な周期帯の加速度が同等で 1波に絞れない場合は，複数波選定することもある）を用

い，地盤ケース④，⑥について，施設の地震応答解析を実施し，追加検討ケース④，⑥の加

速度応答を算定する。

上記検討ケース⑤及び追加検討ケース④，⑥から得られた加速度応答を用いて機器・配管

系の耐震評価を実施する。

設備の耐震評価における検討ケースの組合せを参考表 1-4に示す。

参考表 1-4 設備の耐震評価における検討ケースの組合せ

④ ⑤ ⑥ 

地盤を強制的に液 原地盤において非 地盤物性のばらっ
解析ケース 状化させることを 液状化の条件を仮 きを考慮（＋ 1

（地盤ケース） 仮定した解析ケー 定した解析ケース o) して非液状化

ス の条件を仮定した

解析ケース

敷地に存在しない豊 原地盤のせん断波速 原地盤のせん断波速

地盤剛性の設定 浦標準砂のせん断波 度 度のばらつきを考慮

速度 (+1 a) 

液状化強度特性
敷地に存在しない

液状化パラメータ 液状化パラメータ
豊浦標準砂に基づ

の設定 ＜液状化強度特性
を非適用 を非適用

(H+V+) 全ての基準地震動 実施 全ての基準地震動

S s-D 1 
(H+V-) Ssに対して実施す 実施 Ssに対して実施す
(H-V+) る⑤の検討ケース 実施 る⑤の検討ケース

(H-V-) （原地盤において 実施 （原地盤において

地 S s-1 1 非液状化の条件を 実施 非液状化の条件を

喜 S s-1 2 
仮定した解析ケー

実施
仮定した解析ケー

ス）において，機 ス）において，機
S s-1 3 器・配管系の固有 実施 器・配管系の固有

眉全ヽ S s-1 4 振動数帯で加速度 実施 振動数帯で加速度

S s-2 1 応答が最も大きく 実施 応答が最も大きく

S s-2 2 なる地震動を用 実施 なる地震動を用

(H+V+) 
い，④及び⑥より

実施
い，④及び⑥より

S s-3 1 追加検討ケースを 追加検討ケースを
(H-V+) 実施する。 実施 実施する。
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「2.2 設備の耐震評価」における検討ケース選定の概要を以下に示す。

【設備評価における既工認時のケース選定の手順】

1.検討ケース⑤による加速度応答の算定及び地震動の特定

基準地震動Ss全波 (8波）及びこれらに位相反転を考慮した地

震動 (4波）を加えた全 12波を用い，機器・配管系の基本ケー

スである地盤ケース⑤について，施設の地震応答解析を実施し，

検討ケース⑤の加速度応答を算定する。検討ケース⑤の中から機

器・配管系の固有振動数帯で加速度応答が最も大き くなる地震動

を1波選定する（主要な周期帯の加速度が同等で 1波に絞れない

場合は，複数波選定することもある） 。

2.追加検討ケース④，⑥による加速度応答の算定

l．で選定した地震動に対して，地盤ケース④，⑥について，施

設の地震応答解析を実施し，追加検討ケース④，⑥の加速度応答

を算定する。
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（参考2) 周辺施設への影響検討における影響検討ケースの選定

本資料は，影響検討ケースの選定根拠を説明するものである。影響検討ケースは，既エ認時に

実施した検討ケースの中から選定するものとする。既エ認時のケース選定の概要については，

（参考1)の「2. 耐震評価における検討ケースの組合せについて」に示す。

1. 取水構造物

1.1 施設の耐震評価

取水構造物の施設評価における影響検討ケースは以下の手順で選定する。

a. 評価グループの設定

取水構造物は， RC部材及び鋼管杭で構成された構造物である。 RC部材と鋼管杭では応

答特性が異なることから， RC部材及び鋼管杭のそれぞれに着目して影響検討ケースを 1ケ

ースずつ選定する。

b. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既エ認時に全地震動に対して照査を実施した地盤ケース①

（施設評価の基本ケース）に対して，既エ認時の照査結果が評価グループごとで最大となっ

た1波を選定する。

C. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース①～⑥の中から 1ケース選定することを基本とする。

①ー①断面に設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであり，薬液注入は解析用物

性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，地盤ケース⑤，⑥は影響検討

対象外とし，地盤ケース①～④の中から 1ケース選定する。

④一④断面に設置される追加地盤改良体は「セメント改良」及び「薬液注入」であるた

め，上記基本方針より、地盤ケース①～⑥の中から 1ケース選定する。
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施設評価における影響検討ケース選定フローの結果を参考図 2-1に示す。
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既工認時の地盤ケース①で照査値が最
大となる地震動を選定※

※評価グループごとに選定

材料による応答特性の違いや評価
方法の違い等により分類した『評価
グループ』を設定する。

r-------------------.-------------------------------------------------

1""---------J--------------------------------------1影響検討の地盤ケースについては全ケースの中から 1ケース選定することを基本とする。 ’ 
’ ’  【基本方針】 ： ！ 全ての地盤ケースの中から影響が顕著に表れる地盤ケースにて影響程度の確認を行うため，地盤ケース①～ ＇ 
'⑥の全ケースの中から既工認時に最大照査値が発生した 1ケースを選定することを基本とする。 1 

L----------..-------------------------------------’ 

地
盤
ケ
—
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース①～⑥から 1ケースを選定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース①～⑥の全
ケースから影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

地盤ケース①～④から 1ケースを選定

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
①～④から影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

参考図 2-1(1) 施設評価における影響検討ケース選定フロー （結果）
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START 

評価グループの決定
r------------------

＇ ＇ 
＇ 

＇ 
i [ 
'-------------------

既工認時の地盤ケース①で照査値が最
大となる地震動を選定※

※ 評価グループごとに選定

材料による応答特性の違いや評価
方法の違い等により分類した『評価
グループ』を設定する。

r------------------... -------------------------------------------------

..---------J--------------------------------------1影響検討の地盤ケースについては，全ケースの中から 1ケース選定することを基本とする。 ’ 
’ ’  ＇ 【基本方針】 ： ＇ 全ての地盤ケースの中から影響が顕著に表れる地盤ケースにて影響程度の確認を行うため，地盤ケース①～ ＇ ： ⑥の全ケースの中から既工認時に最大照査値が発生した 1ケースを選定することを基本とする。 1 ., ________________________________________________, 

地
盤
ケ
—
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース①～⑥から 1ヶースを渭定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース①～⑥の全
ケースから影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

地盤ケース①～④から 1ケースを渭定

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
①～④から影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

参考図 2-1(2) 施設評価における影響検討ケース選定フロー （結果）
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RC部材及び鋼管杭に対する既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケースを参考表

2-1及び参考表 2-2に示す。

地裳動

参考表 2-1 既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケース

（①一①断面， RC部材）

（曲げ軸力照査）

曲げ軸力照査

① I ② I ③ I ④ 

（せん断力照査）

せん断力照査

① I ② I ③ I ④ 

H-, V-0 104 

s s - 1 1 0 068 

s s - 1 2 0 091 

s s - 1 3 0. 087 

S,-1 4 0. 069 

S, -2 1 0. 076 

s s -2 2 0 078 

|H+, v+  0. 075 
s s -3 1 1H-, V+  0 086 

（曲げ軸力照査）

こス 曲げ軸力照査

① ② ③ ④ 

H+, V+  0 072 

S, -D 1 
H+, V-0. 074 

H-, V+  0 092 

S, -1 1 

s s - 1 2 0 520 

s s - 1 3 0 581 

s, -1 4 0. 393 

S, -2 1 0 484 

S, -2 2 0. 460 

S , - 31~ 

赤字 ：地窟動の決定値 （①ケースの中での最大照査値）

青字 ：地盤ケースの決定値

影響検討対象外

（④一④断面， RC部材）

（せん断力照査）

⑤ ⑥ ふ
せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ 

H+, V+  0 348 

H+, V-0 360 
S, -D 1 

H-, V+  0. 378 

⑥ 

H-, V-0. 102 0. 099 0. 100 0. 133 0. 084 0. 080 H-, V-0.383 0 379 0 374 0.433 0. 401 0.405 

s s -1 1 0 049 

s s -1 2 0.066 

s, -1 3 0.061 

s s -1 4 0 055 

s s -2 1 0. 064 

S, -2 2 0, 072 

H+, v+  0 067 
s s -3 1 

H-, V+  0 060 

s s - 1 1 0.277 

s s - 1 2 0. 361 

s s - 1 3 0.342 

S, -1 4 0.290 

s s -2 1 0 340 

s s -2 2 0. 326 

H+, V+  0 296 
s s -3 1 

H-, V+  0 328 

赤字 ：地展動の決定値（①ケースの中での最大照査値）

青字 ：地盤ケースの決定値
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参考表 2-2 既エ認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケース

（①一①断面，鋼管杭）

（曲げ軸力照査） （せん断力照査）

地盤ケース 曲げ軸力照査

地震動 ~~ 1 ① I ② I ③ I ④ 

口
S, -3 1 

'H-, V +I 0. 132 

H+, V+I 0. 149 I 0. 149 I 0. 151 I 0. 219 

1

2

3

4

1

2

 

1

1

1

1

2

2

 

―
―
―
―
―
―
 

s

s

s

s

s

s
 

s
s
s
s
s
s
 

0. 180 

0. 252 

0. 225 

0. 147 

0. 211 

0. 144 

s,-3 1 ~ I0.31010.323 10 

赤字 ：地展動の決定値（①ケースの中での最大照査値）

青字 ：地盤ケースの決定値

影響検討対象外

（④一④断面，鋼管杭）

（曲げ軸力照査） （せん断力照査）

地］｀＼担巴□～ス 曲げ軸力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+ 0 185 

H+, V- 0 189 
s s -D 1 

H-, V+ 0 186 

II-, V-0 221 0 212 0 228 0 225 0. 201 0 198 

s s -1 1 0. 161 

S, -1 2 0. 152 

S, -1 3 0 160 

s, -1 4 0 087 

S, -2 1 0 134 

s s -2 2 0. 109 

H+, v+ 0 187 
s s -3 1 

H-, V+ 0 141 

こ ス せん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H+, V+ 0. 290 

H+, V- 0 301 
S,-D 1 

H-, V+ 0. 262 

II-, V-0 284 

S, -1 1 0. 234 

S, -1 2 0 268 

S, -1 3 0 243 

S, -1 4 0 161 

S, -2 1 0 216 

s s -2 2 0. 189 

H+, V+ 0.337 0. 326 0. 373 0.467 0. 347 0. 340 
s s -3 1 

H-, V+ 0. 315 

赤字 ：地震動の決定値（①ケースの中での最大照査値）

青字 ：地盤ケースの決定値

以上より，取水構造物に対する影響検討ケースは以下のとおりとする。

【①一①断面】

・RC部材： ④Ss-01 (H+, V+) 

・鋼管杭 ： ④Ss-31 (H+, V+) 

【④一④断面】

・RC部材： ④Ss-D  1 (H-, V-) 

・鋼管杭 ： ④Ss-31 (H+, V+) 
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1. 2 設備の耐震評価

取水構造物の設備評価における影響検討ケースは以下の手順で選定する。

a. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動について応答加速度を抽出した地盤ケー

ス⑤ （設備評価の基本ケース）に対して，既工認時の応答加速度が最大となった 1波を選定

する。

b. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース④～⑥の全ケースを実施することを基本とする。

①一①断面に新たに設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであり，薬液注入は解

析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，既エ認時の地盤ケース

⑤，⑥と同条件となる。よって，地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象外とし，地盤ケース④に

対して影響検討を実施する。

④一④断面に新たに設置される追加地盤改良体は「セメント改良」及び「薬液注入」であ

ることから，既エ認時の地盤ケース④～⑥の全ケースにおいて既工認からモデル条件が変更

となることから，地盤ケース④～⑥に対して影響検討を実施する。

C. 追加地盤改良体（セメント改良）の影響確認

①一①断面については，追加地盤改良体（セメント改良）の影響がないため， Ss-D 1 

(H+, V+)によるモデル変更前後の応答の傾向確認は実施しない。

④一④断面については，追加地盤改良体（セメント改良）の影響を確認するため，地盤ケ

ース⑤にてSs-D 1 (H+, V+)によるモデル変更前後の応答の傾向確認を追加で実施

する。
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設備評価における影響検討ケース選定フローの結果を参考図 2-2に示す。

START 

一一

地
震
動

―

--------------------------------------------------------------------, 
l 
l 
l 

l 

I 
I 

-------------------------------------------------」

既工認時の地盤ケース⑤で設備評価ヘ

の影響が顕著な地震動を選定

------------------1―------------------------------------------------...—-------- --------------------------------------1影響検討の地盤ケースについては，全ケース実施することを基本とする。

i 」讐ピ：：：晶翠翌塁;;~;;。り ， 応答加速度の上昇が明らかであることから ， 地盤ケース i 
1------------------------------------------------• 

地
盤
ケ
—
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース④～⑥を選定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース④～⑥の全
ケースを影響検討ケースとして選定する。

地盤ケース④を渭定

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
④のみを影響検討ケースとして選定する。

（確認波）

⑤S s-D 1 芦 V+)を選定

【選定根拠】
追加地盤改良体 （セメント改良）による応
答の傾向確認のため，確認ケースを 1ケース
実施する。
地盤ケースは設備評価の基本ケースである
地盤ケース⑤を選定する。
全ての周期帯で比較的大きい加速度を示す
Ss-D1 (H+. V+)を選定する。

参考図 2-2(1) 設備評価における影響検討ケース選定フロー （結果） ①一①断面
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START 

一一一一一一一一一

地
震
動

―

既工認時の地盤ケース⑤で設備評価ヘ
の影響が顕著な地震動を選定

------------------J――-----------------------------------------------

r-------------------------------------------------1影響検討の地盤ケースについては，全ケース実施することを基本とする。 i 
＇ | 【基本方針】 i 
＇ 追加地盤改良体による周辺地盤の剛性が高くなり，応答加速度の上昇が明らかであることから，地盤ケース 1 
＇④～⑥の全ケースにて確認することを基本とする。 1 

L------------------------------------------------1 

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース④～⑥を選定 地盤ケース④を渭定

【選定根拠】

基本方針の通り，地盤ケース④～⑥の全
ケースを影響検討ケースとして選定する。

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
④のみを影響検討ケースとして選定する。

（確認波）

一⑤S s-D 1 謳 V+)を選定

【選定根拠】
追加地盤改良体 （セメント改良）による応
答の傾向確認のため，確認ケースを 1ケース
実施する。
地盤ケースは設備評価の基本ケースである
地盤ケース⑤を選定する。
全ての周期帯で比較的大きい加速度を示す
S s -D 1 (H +. V+)を選定する。

参考図 2-2(2) 設備評価における影響検討ケース選定フロー （結果） ④一④断面
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既工認時に設備の耐震評価を実施したケース及び影響検討の選定ケースを参考表 2-3に示

す。

参考表 2-3 既エ認時に設備の耐震評価を実施したケース及び影響検討の選定ケース

（①一①断面） （④ー④断面）

地震勤

S,-D  1 

S, -1 1 

s, -1 2 

s, -1 3 

S, -1 4 

s -2 1 ． 
一S. -2 2 
s. -3 1 

※● ：既工認時に実施したケース

一 ＼ ミ

FRS実施ケース

④ ⑤ 

H+, V+ ． 
H+, V- ． 

S,-D  1 
H-, V+  ． 
H-, V- ． 

s s - 1 1 ． 
s, -1 2 ． 
S, -1 3 ． 
S, -1 4 ． 
s s -2 1 ． ． 
s s -2 2 ． 

H+, V+ ． s s -3 1 ． H-, V+  

※● ：既工認時に実施したケース

以上より，取水構造物に対する影響検討ケースは以下のとおりとする。

【①ー①断面】

•最厳ケース ： ④S s-2 2 

【④一④断面】

•最厳ケース ： ④Ss-2 1 

⑤S s-2 1 

⑥S s-2 1 

・確認ケース ：⑤Ss-Dl (H+, V+) 
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2. 防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）

2. 1 施設の耐震評価

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）の施設評価における影響検討ケースは以下の手順で選

定する。

a. 評価グループの設定

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）は，鉄筋コンクリート防潮壁，フーチング及び地中連

続壁基礎で構成された構造物である。各部材のうち，主要構造部材である地中連側壁基礎に

着目して影響検討ケースを 1ケース選定する。

b. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動に対して照査を実施した地盤ケース①

（施設評価の基本ケース）に対して，既エ認時の照査結果が評価グループごとで最大となっ

た1波を選定する。

C. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース①～⑥の中から 1ケース選定することを基本とする。

①一①断面に設置される追加地盤改良体は「セメント改良」及び「薬液注入」であるた

め，上記基本方針より、地盤ケース①～⑥の中から 1ケース選定する。

②一②断面に設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであり，薬液注入は解析用物

性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，地盤ケース⑤，⑥は影響検討

対象外とし，地盤ケース①～④の中から 1ケース選定する。
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施設評価における影響検討ケース選定フローの結果を参考図 2-3に示す。
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既工認時の地盤ケース①で照査値が最
大となる地震動を選定※

※評価グループごとに選定

材料による応答特性の違いや評価
方法の違い等により分類した『評価
グループ』を設定する。

r------------------J-------------------------------------------------,-------------------------------------------------
1影響検討の地盤ケースについては，全ケースの中から 1ケース選定することを基本とする。 ’ 
’ ’  ' 【基本方針】 i ＇ 全ての地盤ケースの中から影響が顕著に表れる地盤ケースにて影響程度の確認を行うため，地盤ケース①～ ＇ i ⑥の全ケースの中から既工認時に最大照査値が発生した 1ケースを選定することを基本とする。 1 

L------------------------------------------------1 

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース①～⑥から 1ケースを選定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース①～⑥の全
ケースから影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

地盤ケース①～④から 1ケースを選定

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤ ⑥は対象外とし，地盤ケース
①～④から影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

参考図 2-3(1) 施設評価における影響検討ケース選定フロー （結果） ①一①断面
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―
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―
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r
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
 

既工認時の地盤ケース①で照査値が最
大となる地震動を渭定※

※評価グループごとに選定

材料による応答特性の違いや評価
方法の違い等により分類した『評価
グループ』を設定する。

r-------------------.--------------------------------------------------: 

...—--------J-------------------------------------- I 1影響検討の地盤ケースについては，全ケースの中から 1ケース選定することを基本とする。 ’ I 

’ ’I 

＇ 【基本方針】 ： ！ ＇ 全ての地盤ケースの中から影響が顕著に表れる地盤ケースにて影響程度の確認を行うため，地盤ケース①～ ＇ i ⑥の全ケースの中から既工認時に最大照査値が発生した 1ケースを選定することを基本とする。 1 

"------------------------------------------------• 

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース①～⑥から 1ケースを渭定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース①～⑥の全
ケースから影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

地盤ケース('f)~④から 1ケースを選定

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
①～④から影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

参考図 2-3(2) 施設評価における影響検討ケース選定フロー （結果） ②一②断面
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地中連続壁基礎に対する既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケースを参考表 2-4に

示す。

参考表 2-4(1) 既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケース

（①一①断面，地中連続壁基礎）

（曲げ軸力照査（圧縮）） （曲げ軸力照査（引張））

こス コンクリ ー トの曲げ軸力照査

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ こ 鉄筋の曲げ照査

① ② ③ ④ 

H+, V+  

H+, V-
S, -D 1 

H-, V+  

H-, V-

s s -1 1 
s s - 1 2 
S s - 1 3 

s s -1 4 
S, -2 1 

S,-2 2 

s s -3 1 
H+, V+  

H-, V+  

こ ス
H+, V+ 

s s -D 1 
H+, V-

H-, V+  

H-, V-

s s -1 1 
s s -1 2 
S, -1 3 

s s - 1 4 
S, -2 1 

S.-2 2 

H+, V+  
s s -3 1 

H-, v+  

0 54 

0 55 0 53 0 57 0 50 0.57 

0 59 

0 60 

0 49 

0 44 

0. 43 

0. 38 

0 46 

0. 37 

0.64 0 62 0.66 0.52 0 65 

0 52 

（せん断力照査）

コンクリ ートのせん断力照査

① ② ③ ④ ⑤ 

0 34 

0 34 0 34 0 35 0 56 0.34 

0 34 

0.28 

0. 25 

0. 26 

0. 24 

0. 18 

0. 25 

0. 23 

0 34 0. 32 0 35 0. 36 0 33 

0. 28 

H+, V+  0. 41 

0. 54 H+, V- 0 38 0. 35 0 41 0 29 
s s - D 1 

H-, V+  0.46 

H-, V- 0 41 

s s - 1 1 0.27 

s s - 1 2 0 23 

S s - 1 3 0. 21 

s s - 1 4 0. 17 

s s -2 1 0. 28 

s s -2 2 0 19 

0 63 H+, V+ 0.49 0.46 0. 51 0. 32 
s s -3 1 

H-, V+ 0. 35 

⑥ 

0 34 

0.32 

赤字 ：地展動の決定値 （①ケースの中での最大照査値）

青字 ：地盤ケースの決定値
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参考表 2-4(2) 既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケース

（②一②断面，地中連続壁基礎）

（曲げ軸力照査（圧縮））

s s - D 1 

1

2

3

 

1

1

1

 

―
―
―
 

s

s

s

 

s
s
s
 

0.40 

0. 50 

0. 50 

ロ三．．．．
s s -3  1 

"H-, V+I 0. 66 

（曲げ軸力照査（引張））

地盤ケース

o. 63 I o. 76 I o. 67 

1

2

3

4

1

2
 

1

1

1

1

2

2

 

―
―
―
―
―
―
 

s

s

s

s

s

s

 

s
s
s
s
s
s
 

0. 46 

0.46 

0. 39 

0. 41 ． 

0. 38 

s • _ 3 1 ~ I o. 68 I o. 70 I o. 63 

（せん断力照査）

地浪動 ① I ② I ③ I ④ 

o. 58 I o. 59 I o. 47 

口
S, -1 2 0 50 

S, -1 3 0. 49 

s, -1 4 0 45 

s, -2 1 0. 39 

S,-2 2 0. 42 

s,-S l ~ I 0.40 I 0.40 I 0.45 

赤字 ：地蔑動の決定値 （①ケースの中での最大照査値）

青字 ：地盤ケースの決定値

影響検討対象外

以上より，防潮堤（鉄筋コ ンク リート防潮壁）に対する影響検討ケースは以下のとおりとす

る。

【①一①断面】

・地中連続壁基礎： ③Ss-31 (H+, V+) 

【②一②断面】

・地中連続壁基礎： ③Ss-31 (H+, V+) 
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2.2 設備の耐震評価

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）の設備評価における影響検討ケースは以下の手順で選

定する。

a. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動について応答加速度を抽出した地盤ケー

ス⑤ （設備評価の基本ケース）に対して，既工認時の応答加速度が最大となった 1波を選定

する。

b. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース④～⑥の全ケースを実施することを基本とする。

①一①断面に新たに設置される追加地盤改良体は「セメント改良」及び「薬液注入」であ

ることから，既工認時の地盤ケース④～⑥の全ケースにおいて既工認からモデル条件が変更

となることから，地盤ケース④～⑥に対して影響検討を実施する。

②一②断面，③一③断面及び④一④断面に新たに設置される追加地盤改良体は「薬液注

入」のみであり，薬液注入は解析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うこ

とから，既工認時の地盤ケース⑤，⑥と同条件となる。よって，地盤ケース⑤，⑥は影響検

討対象外とし，地盤ケース④に対して影響検討を実施する。

c. 追加地盤改良体（セメント改良）の影響確認

①一①断面については，追加地盤改良体（セメント改良）の影響を確認するため，地盤ケ

ース⑤にてSs-D1 (H+, V+)によるモデル変更前後の応答の傾向確認を追加で実施

する。

②一②断面，③一③断面及び④一④断面については，追加地盤改良体（セメント改良）の

影響がないため， Ss-D1 (H+, V+)によるモデル変更前後の応答の傾向確認は実施

しない。
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設備評価における影響検討ケース選定フローの結果を参考図 2-4に示す。

START 

一一一一

地
震
動

―

------------------...-------------------------------------------------T 
I 
I 
I 
I 
I 
l 

-------------------------------------------------」

既工認時の地盤ケース⑤で設備評価ヘ
の影響が顕著な地震動を選定

------------------J-------------------------------------------------
,-―-------- --------------------------------------
：影響検討の地盤ケースについては，全ケース実施することを基本とする。 ： 

| 【基本方針】 i 
＇ 追加地盤改良体による周辺地盤の剛性が高くなり，応答加速度の上昇が明らかであることから，地盤ケース ＇ 
＇④～⑥の全ケースにて確認することを基本とする。 1 

L------------------------------------------------1 

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース④～⑥を選定 地盤ケース④を渭定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース④～⑥の全
ケースを影響検討ケースとして選定する。

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
④のみを影響検討ケースとして選定する。

（確認波）

一⑤S s-D 1 国 V+)を選定

【選定根拠】
追加地盤改良体 （セメント改良）による応
答の傾向確認のため，確認ケースを 1ケース
実施する。
地盤ケースは設備評価の基本ケースである
地盤ケース⑤を選定する。
全ての周期帯で比較的大きい加速度を示す
Ss-D1 (H+, V+)を選定する。

END 

参考図2-4(1) 設備評価における影響検討ケース選定フロー （結果） ①一①断面
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START 

------------------ - -------------------------------------------------~ 
I 

I 
I 
I 

I 
I 

-------------------------------------------------」一一一一一一一一一

地
震
動

―

既工認時の地盤ケース⑤で設備評価ヘ
の影響が顕著な地震動を選定

--------------------------------------------------------------------

,----------J--------------------------------------i影響検討の地盤ケースについては，全ケース実施することを基本とする。 ： 
| 【基本方針】 ： 
＇ 追加地盤改良体による周辺地盤の剛性が高くなり，応答加速度の上昇が明らかであることから，地盤ケース ＇ 
＇④～⑥の全ケースにて確認することを基本とする。 1 ., ________________________________________________, 

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース④～⑥を選定 地盤ケース④を還定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース④～⑥の全
ケースを影響検討ケースとして選定する。

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
④のみを影響検討ケースとして選定する。

（確認波）

⑤S s-D 1 Q江 V+)を選定

【選定根拠】
追加地盤改良体 （セメント改良）による応
答の傾向確認のため，確認ケースを 1ケース

実施する。
地盤ケースは設備評価の基本ケースである
地盤ケース⑤を選定する。
全ての周期帯で比較的大きい加速度を示す
Ss-D1 (H+, V+)を選定する。

END 

参考図2-4(2) 設備評価における影響検討ケース選定フロー

②一②断面，③一③断面及び④ー④断面

（結果）
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既工認時に設備の耐震評価を実施したケースの最大応答加速度及び影響検討の選定ケース

を参考表 2-5に示す。

参考表 2-5 既工認時に設備の耐震評価を実施したケースの最大応答加速度及び

影響検討の選定ケース

（①一①断面） （②一②断面）

ー＼＼ど：ロ
FRS実施ケース及びZPA(misり

④ ⑤ ⑥ 

H+, V+ 9.42 9. 74 9. 50 

H+, V- 9.46 9.60 9. 32 
s s -D  1 

H-, V+ 9. 51 9. 56 9. 34 

H-, V- 9.68 

S, -1 1 3. 53 

s s - 1 2 4.45 

s s - 1 3 4.49 

s s - 1 4 3. 71 

S, -2 1 9. 79 

S, -2 2 8. 36 

H+, V+ 10. 16 9.96 9. 84 
S, -3 1 

H-, V+ 9. 87 

（③一③断面）

地震勁

S, -D 1 

s s - 1 1 

s s - 1 2 

s s - 1 3 

S, -1 4 

一s -2 1 s 

s s -2 2 

S, -3 1 

地震動

S, -D 1 

1

2

3

4

1

2

 

1

1

1

1

2

2
 

―

―

―

―

―

―

 

s

s

s

s

s

s

 

s

s

s

s

s

s

 
s s―3 1 

（④一④断面）

s s -D  1 

s s - 1 1 

s s - l 2 

s s - 1 3 

S, -l 4 

s s -2 1 

s s -2 2 

s s―3 1 
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以上より，防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）に対する影響検討ケースは以下のとおりとす

る。

【①ー①断面】

•最厳ケース： ④S s-3 1 (H+, V+) 

⑤Ss-3 1 (H+, V+) 

⑥Ss-3 1 (H+, V+) 

・確認ケース： ⑤S s-D 1 (H+, V+) 

【②ー②断面】

•最厳ケース： ④Ss-3 1 (H-, V+) 

【③ー③断面】

•最厳ケース： ④S s-2 1 

【④ー④断面】

•最厳ケース： ④S s-D 1 (H-, V+) 
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3. 屋外二重管

3. 1 施設の耐震評価

屋外二重管の施設評価における影響検討ケースは以下の手順で選定する。

a. 評価グループの設定

屋外二重管は，鋼部材（鋼製桁，鋼管杭），地盤改良体及び管体で構成された構造物であ

る。各部材のうち，主要構造部材である鋼部材に着目して影響検討ケースを 1ケース選定す

る。

b. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既工認時に全地震動に対して照査を実施した地盤ケース①

（施設評価の基本ケース）に対して，既工認時の照査結果が評価グループごとで最大となっ

た1波を選定する。

C. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース①～⑥の中から 1ケース選定することを基本とする。

屋外二重管 (B-B断面）に設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであり，薬液

注入は解析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，地盤ケース

⑤，⑥は影響検討対象外とし，地盤ケース①～④の中から 1ケース選定する。
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施設評価における影響検討ケース選定フローの結果を参考図 2-5に示す。
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評価グループの決定
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地
震
動
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＿

＿
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1
1
1
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既工認時の地盤ケース①で照査値が最
大となる地震動を選定※

※評価グループごとに選定

材料による応答特性の違いや評価
方法の違い等により分類した『評価
グループ』を設定する。

r------------------,-------------------------------------------------

F---------」--------------------------------------1影響検討の地盤ケースについては全ケースの中から 1ケース選定することを基本とする。 ’ 
’ ’  | 【基本方針】 ！ 
全ての地盤ケースの中から影響が顕著に表れる地盤ケースにて影響程度の確認を行うため，地盤ケース①～ ＇ ： ⑥の全ケースの中から既工認時に最大照査値が発生した 1ケースを選定することを基本とする。 1 

1.------------------------------------------------' 
地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース(f)~⑥から 1ケースを渭定

【選定根拠】
基本方針の通り地盤ケース①～⑥の全
ケースから影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

地盤ケース①～④から 1ケースを選定

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤（非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
①～④から影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

参考図 2-5 施設評価における影響検討ケース選定フロー （結果）
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基礎及び管体に対する既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケースを参考表 2-6に示

す。

参考表 2-6 既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケース

(B-B断面，鋼部材（鋼製桁，鋼管杭））

（曲げ軸力照査） （せん断力照査）

地震動 担竺□1 ① I ② I曲：軸1カロ
s , - 01~冒 0.65 

s, -1 1 0.36 

s s - 1 2 o. 61 I o 61 I o. 54 I o. 11 
s s -1 3 0. 56 

S, -1 4 0.49 

s s -2 1 0. 38 

s s -2 2 0.47 

jH+, v+  0. 44 
S s - 3 1 I 

0. 46 H-, V+  

地～盤ケース 1 ① I ② |せ；断1カ：査

0. 18 

s s - 1 1 
S, -1 2 o. 10 I o 09 I o. 11 I o 21 
s s - 1 3 0.09 

s s - 1 4 0.08 

s s -2 1 0.08 

s s -2 2 0 08 

s , - 31~ 

赤字 ：地展動の決定値 （①ケースの中での最大照査値）

青字 ：地盤ケースの決定値

影響検討対象外

以上よ り，屋外二重管に対する影響検討ケースは以下のとおり とする。

【B-B断面】

・鋼部材 （鋼製桁，鋼管杭） ： ④S s-1 2 
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3.2 設備の耐震評価

屋外二重管の設備評価における影響検討ケースは以下の手順で選定する。

a. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既エ認時に全地震動に対して応答加速度を抽出した地盤ケー

ス⑤ （設備評価の基本ケース）に対して，既エ認時の応答加速度が最大となった 1波を選定

する。

b. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース④～⑥の全ケースを実施することを基本とする。

B-B断面に新たに設置される追加地盤改良体は「薬液注入」のみであり，薬液注入は解

析用物性値としては原地盤の非液状化物性として取り扱うことから，既工認時の地盤ケース

⑤，⑥と同条件となる。よって，地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象外とし，地盤ケース④に

対して影響検討を実施する。

c. 追加地盤改良体（セメント改良）の影響確認

屋外二重管については，追加地盤改良体（セメント改良）の影響がないため， Ss-D 1 

(H+, V+)によるモデル変更前後の応答の傾向確認は実施しない。
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設備評価における影響検討ケース選定フローの結果を参考図 2-6に示す。
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既工認時の地盤ケース⑤で設備評価ヘ
の影響が顕著な地震動を選定

------------------y--------------------------------------------
r-―-------- --------------------------------------
：影響検討の地盤ケースについては，全ケース実施することを基本とする。 ： 

： 【基本方針】 ： 
＇ 追加地盤改良体による周辺地盤の屑ll性が高くなり，応答加速度の上昇が明らかであることから，地盤ケース ＇ 
＇④～⑥の全ケースにて確認することを基本とする。 1 

"------------------------------------------------• 

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース④～⑥を選定 地盤ケース④を還定

I 

I 
I 

I 
I 
I 
I 
l 
I 

し―------------------,_ ---------------------------------

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース④～⑥の全
ケースを影響検討ケースとして選定する。

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤（非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
④のみを影響検討ケースとして選定する。

I 
I 

--------------_, 
（確認波）

⑤S s-D 1 仕士七 V+)を選定

【選定根拠】
追加地盤改良体（セメント改良）による応
答の傾向確認のため，確認ケースを 1ケース
実施する。
地盤ケースは設備評価の基本ケースである
地盤ケース⑤を選定する。
全ての周期帯で比較的大きい加速度を示す
Ss-D1 (H+, V+)を選定する。

参考図 2-6 設備評価における影響検討ケース選定フロー （結果） B-B断面

参考2-24

177 



既工認時に設備の耐震評価を実施したケースの最大応答加速度並びに影響検討の選定ケー

スを参考表 2-7に示す。

参考表 2-7 既工認時に設備の耐震評価を実施したケース及び影響検討の選定ケース

(B-B断面）

地震勲

S, -D 1 

S. -1 1 ， 

s s - 1 2 

s, -1 3 

S, -1 4 

S. -2 1 ， 

一s -2 2 g 

S, -3 1 

※● ：既工認時に実施したケース

以上より，屋外二重管に対する影響検討ケースは以下のとおりとする。

【B-B断面】

•最厳ケース： ④S s-2 2 
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4. 貯留堰（貯留堰取付護岸を含む）

4. 1 施設の耐震評価

貯留堰（貯留堰取付護岸を含む）の施設評価における影響検討ケースは以下の手順で選定

する。

a. 評価グループの設定

貯留堰及び貯留堰取付護岸は，鋼部材（鋼管杭や鋼矢板等）及び止水ゴムで構成された構

造物である。各部材のうち，主要構造部材である鋼部材に着目して影響検討ケースを 1ケー

ス選定する。

b. 地震動の選定

影響検討に用いる地震動は，既エ認時に全地震動に対して照査を実施した地盤ケース①

（施設評価の基本ケース）に対して，既エ認時の照査結果が評価グループごとで最大となっ

た1波を選定する。

c. 地盤ケースの選定

地盤ケースについては地盤ケース①～⑥の中から 1ケース選定することを基本とする。

貯留堰 (EW-2断面）及び貯留堰取付護岸 (EW-1断面）に設置される追加地盤改良

体は「薬液注入」のみであり，薬液注入は解析用物性値としては原地盤の非液状化物性とし

て取り扱うことから，地盤ケース⑤，⑥は影響検討対象外とし，地盤ケース①～④の中から

1ケース選定する。
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施設評価における影響検討ケース選定フローの結果を参考図 2-7に示す。
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既工認時の地盤ケース①で照査値が最
大となる地震動を選定※

※評価グループごとに選定

材料による応答特性の違いや評価
方法の違い等により分類した『評価
グループ』を設定する。

r------------------J―------------------------------------------------...—-------- --------------------------------------1影響検討の地盤ケースについては，全ケースの中から 1ケース選定することを基本とする。 ’ 
＇ ' 【基本方針】 | i 全ての地盤ケースの中から影響が顕著に表れる地盤ケースにて影響程度の確認を行うため，地盤ケース①～ ＇ 
'⑥の全ケースの中から既工認時に最大照査値が発生した 1ケースを選定することを基本とする。 1 

L------------------------------------------------1 

地
盤
ケ
ー
ス

Yes（薬液注入のみ）

地盤ケース①～⑥から 1ケースを選定

【選定根拠】
基本方針の通り，地盤ケース①～⑥の全
ケースから影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

地盤ケース①～④から 1ケースを選定

【選定根拠】
薬液注入については，解析用物性値として
は原地盤 （非液状化）同条件となることから，
地盤ケース⑤，⑥は対象外とし，地盤ケース
①～④から影響検討ケースとして 1ケースを
選定する。

参考図 2-7 施設評価における影響検討ケース選定フロー （結果）
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鋼部材に対する既エ認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケースを参考表 2-8示す。

参考表 2-8(1) 既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケース

(EW-1断面， 鋼部材（貯留堰取付護岸））

（曲げモーメント照査） • (引張力照査）

地盤ケース 曲げモーメント照査

地震動 ~~ 1 ① I ② I ③ I ④ 

s s - D 1 

o. 57 I o. 61 I o. 61: 

1

2

3

4

1

2

 

1

1

1

1

2

2

 

―
―
―
―
―
―
 

s

s

s

s

s

s

 

s
s
s
s
s
s
 

0.49 

0.48 

0.40 

0.43 

0. 49 

s , - 31~ 

引張力照査

① I ② I ③ I ④ 

o. 40 I o. 41 I o. 40 

1

2

3

4

1

2

 

1

1

1

1

2

2

 

―
―
―
―

―― 

s

s

s

s

s

s
 

s
s
s
s
s
s
 

0. 30 

0. 30 

0. 28 

0. 31 

0. 39 

s , - 31~ 

赤字 ：地展動の決定値（①ケースの中での最大照査値）

青字 ：地盤ケースの決定値

影響検討対象外

参考表 2-8(2) 既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケース

(EW-2断面，鋼部材（貯留堰））

（曲げ軸力照査） （せん断力照査）

地盤ケース
地震動

o. 46 I o. 40 

S, -D  1 

1

2

3

4

1

2

 

1

1

1

1

2

2

 

―
―
―
―
―
―
 

s

s

s

s

s

s

 

s
s
s
s
s
s
 

0. 09 

0. 40 

0. 37 

0. 29 

0. 26 

0.35 

s , - 31~ 

地盤ケースニニ言［言力照査

0.22 

1

2

3

4

1

2

 

1

1

1

1

2

2

 

―
―
―
―
―
―
 

s

s

s

s

s

s

 

s
s
s
s
s
s
 

0. 15 

0. 15 ． 

0. 13 ． 

0. 12 

0. 13 

s , - 31~ 

赤字 ：地展動の決定値（①ケースの中での最大照査値）

青字 ：地盤ケースの決定値

影響検討対象外

以上より，貯留堰に対する影響検討ケースは以下のとおりとする。

【EW-1断面】

・鋼部材（貯留堰取付護岸） ：③Ss-D  1 (H-, V-) 

【EW-2断面】

・鋼部材（貯留堰） ： ④S s -D 1 (H +, ・v +) 
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5. 影響検討実施ケースの整理表

影響検討実施ケースの整理表を参考表 2-9に示す。
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潮
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岸
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①
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②
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追
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．
 
．
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岸
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（参考3) 出口側集水枡に対する影響検討

1. はじめに

出口側集水枡は，防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）に間接支持される鉄筋コンクリート造

の枡であり，防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）の 2次元有効応力解析により算出された応答

加速度を用いて，片持ち梁に地震時慣性力（地震時土圧を含む）を静的に載荷して評価を実施

する構造物である。

出口側集水枡の既工認の耐震評価においては，防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）と地盤ケ

ース選定の考え方が異なっており，地震時慣性力を保守的に算定するための配慮として，地盤

ケース⑤を基本ケースとした耐震評価を実施している。以上の経緯も踏まえ，本施設の影響検

討については，防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）とは差別化し，本参考資料に別途掲載する

方針とする。

出口側取水枡及び地盤改良体の平面位置を参考図 3-1に示す。

参考図 3-1 出口側取水枡及び地盤改良体の平面位置

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）に間接支持される出口側集水枡は，参考図 3-1に示すと

おり，南北に 2箇所設置されるが，北側に比べて第四紀層が薄く堆積し，設計震度が大きくな

ると想定される南側の出口側集水枡を評価断面として既工認時に選定されている。

よって，出口側集水枡は，防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）の④一④断面を用いて評価を

行う。
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2. 

2. 1 

評価条件及び評価内容

影響検討モデル

出口側集水枡の影響検討モデルは，防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁）の④一④断面に

近接した位置に配置されているため，既エ認時と同様，防潮堤（鉄筋コンクリート防潮

壁）の④一④断面の 2次元有効応力解析モデルにて算出される応答加速度を用いて，影響

検討を実施する。

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁） ④一④断面の影響検討モデルを参考図 3-2に再掲す

る。

鉄筋コンクリー ト防潮壁

地下水位：地表面` :2 Ac 
As 

Agl 

自
由
地
盤

↓
：

粘
性
坑
界

w
 00
"8
£
1
 

ka 

三

+
[
|
|
 

凸 凸

du 

紐2

Ac 

As 

紐I

仁コ ：追加地盤改良体（薬液注入）

潅＊

字T--

l地中連続壁基礎I
比

込 h己

NI 

『
i
粘
性
税
界

自
由
地
盤

芦

280.OO n 

芦
い― 凸Y T.P．一喜゚ m _ 

半無限地盤上の粘性税界 j 
（防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁） ④一④断面）

参考図 3-2 影響検討モデル図（再掲）
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2. 2 影響検討ケース選定

出口側集水枡は， 2次元有効応力解析モデルにて算出される応答加速度より設計震度を

算定して，参考図 3-3のように 2次元静的フレーム解析に入力することで耐震評価を実施

している。 そのため，既工認時においては応答加速度に着目し，設備評価と同様，地盤ケ

ース⑤を基本に，ばらつきケースとして地盤ケース④～⑥を考慮した耐震評価を実施して

しヽる。

以上より，出口側集水枡の影響検討ケースの選定に当たっては，参考表 3-1に示す既エ

認時の実施ケースと最大応答加速度を踏まえ，地盤ケース④における最大応答加速度ケー

スを選定する。

参考表 3-1 2次元静的フレーム解析に入力する設計震度の比較

（④一④断面）

地震勤

S,-D  1 

1

2

3

4

1

2
 

1

1

1

1

2

2
 

―
―

―
―
―
―
 

s

s

s

s

s
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s
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s

s

s

s

 
s s -3 1 

赤字 ：地展動の決定値 （①ケースの中での最大照査値）

影響検討対象外

側壁に載荷する荷重は，片持ち梁の

先端にモーメントして入力する。

a b 

地震時慣性カ

（自重 X鉛直震度）

↓↓↓↓↓↓↓↓↓ r•一
I 
I 
I 
I 
I 
I 
I 
I 
I 
I 
I 
I 
レ
地震時慣性力及び

地震時主動土圧を

含むモーメント

a:地震時慣性力 （自重x水平震度）

b:地震時主動土圧 （水平震度を考慮）

参考図 3-3 出口側集水枡のモデル化と荷重概念図
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2.3 影響検討方針

影響検討については、本編「1.2. 4 影響検討方針」に示すとおり， 「a. 影響程度の確

認」及び「b. 最大値の検討」を実施する。

a. 影響程度の確認

影響検討モデルにて算出された応答加速度より， 2次元静的フレーム解析に入力する

設計震度を算出する。影響検討モデル及び既工認時の設計震度（影響検討モデルと同ケ

ース）に対して，比率（＝影響検討結果／既工認結果）を算出し，追加地盤改良体によ

る影響程度を確認する。

b. 最大値の検討

最大値の検討として，比率が 1を超える（既エ認時の結果を上回る）評価について

は，その評価の既工認時の最大照査値（既工認時の最大設計震度により算出した照査

値）に比率を乗じた値が所定の許容限界を満足することを確認する。
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3. 出口側集水枡に対する影響検討結果

3. 1 影響程度の確認

2次元静的フレーム解析に入力する既工認時及び影響検討による設計震度の比較を参考

表3-2に示す。

参考表 3-2 2次元静的フレーム解析に入力する設計震度の比較

震度 比率
影響検討ケース 成分

変更前※ ； 変更後 （後／前）
！ 

水平 0.406 ！ 0. 365 0.899 
i ④Ss-D 1 (H-, V+) 

鉛直 0.446 ： 0.446 1. 000 
i 

※変更前の設計震度については，水平最大震度で0.422（⑤Ss-D 1 (H+, V十）），鉛直

最大震度で0.461（④Ss-D 1 (H-, V-))が選定され，これら最大震度に対して，出

口側集水枡の評価を実施している。

3.2 最大値の検討

3. 1より影響検討モデルにて算出した 2次元静的フレーム解析に入力する設計震度につ

いては，全ての比率が 1を下回ることを確認した。以上より，最大値による検討は実施不

要と判断する。

なお，既工認時の最大値は参考表 3-3に示すとおりである。

参考表 3-3 既工認時の最大値

既工認時の
評価項目

最大照査値

躯体の曲げ軸力（水平鉄筋）に対する評価
0. 10 
（照査値）

躯体の曲げ軸力（鉛直鉄筋）に対する評価
0.02 
（照査値）

躯体のせん断力（水平鉄筋）に対する評価
0.49 
（照査値）

躯体のせん断力（鉛直鉄筋）に対する評価
0.06 
（照査値）

4. まとめ

以上より，追加地盤改良体の設置による出口側集水枡への影響がないことを確認した。
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（参考4) 屋外二重管（管体）に対する影響検討

1. はじめに

屋外二重管（管体）は，屋外二重管の構成部材である。屋外二重管の基礎である銅部材（鋼

管杭や鋼矢板等）に間接支持されており，鋼部材（鋼管杭や鋼矢板等）を評価するための 2次

元有効応力解析から得られる荷重と地盤変位を用いて，管周方向と管軸方向に対して評価を実

施している。

屋外二重管（管体）については，既エ認の耐震評価において鋼部材（鋼製桁，鋼管杭）と地

盤ケース選定の考え方が異なっており，地盤変位を保守的に算定するための配慮として，地盤

ケース①を基本ケースとした上で，地盤のばらつきについては地盤ケース④ （豊浦標準砂）の

みを考慮した耐震評価を実施している。以上の経緯も踏まえ，本施設の影響検討については，

屋外二重管の基礎である鋼部材（鋼管杭や鋼矢板等）とは差別化し，本参考資料に別途掲載す

る方針とする。

屋外二重管及び地盤改良体の平面位置を参考図 4-1に示す。

参考図 4-1 屋外二重管及び地盤改良体の平面位置
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2. 評価条件及び評価内容

2. 1 影響検討モデル

屋外二重管（管体）の影響検討モデルは，屋外二重管（基礎）を併せてモデル化してい

ることから，屋外二重管（基礎）と同様， B-B断面を用いる。

屋外二重管の影響検言寸モデルを参考図 4-2に再掲する。

二］ ：既実施及び追加地盤改良体 （薬液注入） ［辻也鮎！

＼半無限地盤上の粘性境界
150,00伽

（屋外二重管 B-B断面）

参考図 4-2 影響検討モデル図 （再掲）
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2.2 影響検討ケース選定

屋外二重管（管体）は，既エ認時において相対的に照査値が大きい管軸方向の照査値に

着目した上で，地盤変位を保守的に算定するための配慮として，地盤ケース①で地盤ひず

みが最大となる地震動に対し，地盤のばらつきを考慮した検討として地盤ケース④による

耐震評価を実施していた。

参考表 4-1(1)に示す既工認時の実施ケースのうち，屋外二重管（管体）における管軸の

評価に対しては，耐震評価の入力条件である地盤ひずみが最大となる影響検討ケースを選

定する。なお，参考表 4-1(2)に示す既工認時の実施ケースのうち，屋外二重管（管体）に

おける管周の評価は，既工認時に実施した全ての照査値が小さいことを踏まえ，地盤ケー

ス①で影響検討ケースを選定する。

結果として，管軸においては影響検討ケース④Ss-1 2が，管周においては影響検討

ケース①Ss-31 (+,+)が選定されている。

参考表 4-1(1) 既工認時の廂査値一覧及び影響検討の選定ケース

(B-B断面，管体（管軸）町

（最大地盤ひずみ）

地震動 口どロス 1 ① | ②最：地：ひIずi(%) 

s s -D  1 

S. -1 1 
----s ----------

S, -1 2 .............. 
S, -1 3 

S, -1 4 

S, -2 1 

S, -2 2 

s, -3 1 | 
H+, V+  

0. 5 

0. 5 

0. 4 

0. 4 

0 4 

0. 7 j 
0. 6 

0.4 

0 3 

0. 3 

0 5 

L 

H-, v+| 0. 6, 

赤字 ：地展動の決定値（①ケースの中での最大照査値）

青字 ：地盤ケースの決定値

こコ：既工認時に実施した検討ケース

11111：影響検討対象外
※ 管体（管軸）の耐窟設計については，管軸方向と管周方向の発生応力の組合せを考慮した設計体系の規格，基準類

のうち，既往の工事計画認可申請において実績のある「港湾の施設の技術上の基準 ・同解説 （日本港湾協会，

2007)」及び「水道施設耐震工法指針・解説 1997版（日本水道協会， 1997)」を適用した。

屋外 ―一頂管本体
， x 

— ....-•一•一-:ー・ー・亡ニー一亡竺こ・→一·--—ズ＝二·—• 一•一•一·-1.-•一•一；｀ー・ 1·1 · -• ゞ

（管軸方向の応力解析の概念図）
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地震動

s s -D  1 

s s -1  1 

S,-1 2 

s s -1 3 

S,-1 4 

S s - 2 1 

S,-2 2 

参考表 4-1(2) 既工認時の照査値一覧及び影響検討の選定ケース

(B-B断面，管体（管周））

（曲げ軸力照査） （せん断力照査）

盤ケース 曲げ軸力照査

① 

H+, v+IQ．ク013-
H+, v-l.0.-1 
V+  0. 01:T: 

:‘一

V-I0'.013' 

，ず

0. 013 
0. 013 

～ 一召 ― 

0．舷009
--ご～

0. 01 3否
ー一ヽ ョヽ――

0; 013 

H+, V+I0.030 

H-, V+I 0.013"' 

赤字：地震動決定の決定値（①ケースの中での最大照査値）

及び地盤ケースの決定値

参考4-4
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2. 3 影響検討内容

影響検討内容については、本編「1.3. 3 影響検討方針」に示すとおり， 「a.影響程度

の確認」及び「b. 最大値の検討」を実施する。

a. 影響程度の確認

(1) 管軸方向

管軸方向の応力評価は，既エ認の添付書類「V-2-2-9 屋外二重管の耐震性につい

ての計算書」に示すとおり， 2次元有効応力解析による地盤変位を用いた応答変位法

で評価することから，地盤ひずみが最大となる地震動を選定して応力評価を実施して

いる。よって，管軸方向の影響程度については，影響検討モデル及び既工認時の地盤

ひずみ（影響検討モデルと同ケース）に対して，比率（＝影響検討結果／既工認結果）

を算出し，追加地盤改良体による影響程度を確認する。

(2) 管軸直交方向

管軸直交方向の応力評価は，既エ認の添付書類「V-2-2-9 屋外二重管の耐震性に

ついての計算書」に示すとおり， 2次元有効応力解析から得られる断面力を用いて直

接応力評価を行っている。よって，管軸方向の影響程度については，影響検討モデル

及び既工認時の応力評価結果（影響検討モデルと同ケース）に対して，比率（＝影響

検討結果／既工認結果）を算出し，追加地盤改良体による影響程度を確認する。

b. 最大値の検討

最大値の検討として，比率が 1を超える（既エ認時の結果を上回る）評価について

は，その評価の既工認時の最大照査値（既工認時の最大設計震度により算出した照査

値）に比率を乗じた値が所定の許容限界を満足することを確認する。
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3. 屋外二重管（管体）に対する影響検討結果

3. 1 影響程度の確認

(1) 管軸方向

追加地盤改良体（薬液注入）の影響確認のため，影響検討ケース④Ss-1 2の解析

モデル変更前後で最大地盤ひずみの比較を行う。比較結果を参考表4-1に示す。

影響検討ケース

参考表4-1 最大地盤ひずみの比較 (B-B断面）

l :：：盤ひずみ変こ 1(:/:) 

④S s-1 2 1. 4 0.6 0.43 

(2) 管軸直交方向

追加地盤改良体（薬液注入）の影響確認のため，既工認において，最大応力であった

影響検討ケース①Ss-3 1 (H+, V+) を代表として，曲げ応力及びせん断応力の

比較を行う。比較結果を参考表4-2及び参考表4-3に示す。

参考表 4-2 管周方向に発生する曲げ応力評価結果比較 (B-B断面）

変口：応力 (N/:;後 | (1ニ影響検討ケース

①Ss-3 1 (H+, V+) 

※許容曲げ応力度： 235N/mm2 

7
 

5
 

0. 72 

参考表4-3 管周方向に発生するせん断応力評価結果比較 (B-B断面）

こ：応力 (N二 I (1::) 影響検討ケース

①Ss-3 1 (H+, V+) 

※許容せん断応力度： 135N/mm2 

ー ー 1. 00 
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3.2 最大値の検討

3. 1より算出した比率については，全て 1を下回ることを確認した。以上より，最大値

による検討は実施不要と判断する。

なお，既エ認時の最大照査値は参考表4-4に示すとおりである。

4. まとめ

参考表4-4 既エ認時の最大照査値

既工認時の
評価項目

最大照査値

管体（管軸方向）の合成応力に対する評価
1. 4※ 

（地盤ひずみ）

管体（管周方向）曲げ応力に対する評価
0.03 
（照査値）

管体（管周方向）せん断応力に対する評価
0.008 
（照査値）

※管体（管軸方向）の合成応力に対する評価については，評価の

入力条件となる地盤ひずみ（単位： ％）を示す。

以上より，追加地盤改良体の設置による屋外二重管（管体）への影響がないことを確認し

た。
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（参考 5) 貯留堰の変位量に関する考察について

止水ゴムに対する影響検討を実施するに当たり，貯留堰と貯留堰取付護岸の相対変位を算出し

た。影響検討では，地盤改良体（薬液注入）を 2次元有効応力解析モデルに反映したが，

果として，最大鉛直変位が大きくなる応答結果が得られた。

本資料は，上記の応答結果に対する考察である。

その結

止水ゴムに対する影響検討に用いた地盤改良体反映前後の最大鉛直変位(oz(+))の比較を参

考表 5-1に， oz(+)の算定に用いる EW-1断面の地質断面図を参考図 5-1に示す。

参考表 5-1 追加地盤改良体反映前後の最大鉛直変位(oz(+))比較

(EW-1断面，③Ss-D1 (H-, V-)) 

最大鉛直変位 時刻

8 z (+) (cm) (sec) 

地盤改良体反映前 25.9 61. 25 

地盤改良体反映後 31. 8 68.06 

側方粘性境界

E
g
g
g
 "L
O
I
 

305.58m 

参考図 5-1 地盤改良体反映後の解析モデル図 (EW-1断面）

参考 5-1

196 



参考表 5-1に示す最大鉛直変位発生時刻に対する水平変位コンターを参考図 5-2に示す。地盤

改良体の反映前は，左側斜面部からの水平変位が貯留堰取付護岸まで連続していないが，地盤改

良体の反映後においては，左側斜面部からの水平変位が貯留堰取付護岸まで連続していることを

確認した。

これは，表層部に地盤改良体を施工することで，浅部地盤における地震時の剛性低下が抑制さ

れ，斜面部から貯留堰取付護岸への応力伝達が若干増えたことによるものと考える。このような

地盤挙動の変化により，貯留堰取付護岸を含む地盤改良体（セメント改良）に回転変形が生じ，

結果として護岸部の鉛直変位が僅かに増加したものと推察する。

地表面の黄色範囲が護岸部まで広がっていない。

（地盤改良体反映前）

地表面の黄色範囲が広がり，護岸部にまで達している。

（地盤改良体反映後）

参考図 5-2 変位コンター（水平成分，右方向変位）
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